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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．第52期、第53期並びに第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第55期及び第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第53期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第56期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

５．平成18年５月18日開催の第55期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を２月20日から２

月末日に変更いたしました。これに伴い、移行期の経過措置として第56期は、平成18年２月21日から平成18年

８月31日までの６ヶ月と11日間となっております。 

６．提出会社の株式は、平成18年８月28日付で上場廃止となっておりますので、第56期の株価収益率は平成18年

８月25日の東京証券取引所における終値によって算出しております。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成18年８月

売上高（百万円） 177,716 185,275 187,774 179,510 182,957 100,268 

経常利益（百万円） 5,926 5,400 4,070 3,237 5,974 4,097 

当期純利益（百万円） 2,292 2,509 1,238 1,190 2,856 1,647 

純資産額（百万円） 41,214 43,285 45,024 45,267 50,247 53,868 

総資産額（百万円） 87,590 95,215 106,120 103,556 109,700 115,675 

１株当たり純資産額（円） 984.97 1,034.54 1,076.16 1,081.99 1,200.71 1,251.18 

１株当たり当期純利益（円） 54.79 59.98 29.59 28.44 67.90 38.95 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
54.60 － － － － － 

自己資本比率（％） 47.1 45.5 42.4 43.7 45.8 45.7 

自己資本利益率（％） 5.7 5.9 2.8 2.6 6.0 3.2 

株価収益率（倍） 12.3 15.3 28.3 30.8 28.7 45.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
4,708 3,574 4,405 11,778 525 1,826 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,182 △7,768 △9,181 △3,182 △2,030 △1,586 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,652 3,931 4,737 △7,973 1,129 △435 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
3,583 3,321 3,283 3,905 3,530 3,335 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

2,017 

[3,323] 

2,126 

[3,689] 

2,200 

[3,988] 

2,082 

[3,883] 

2,058 

[3,844] 

2,328 

[4,232] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第52期、第53期並びに第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第55期及び第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第53期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第56期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

５．平成18年５月18日開催の第55期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を２月20日から２

月末日に変更いたしました。これに伴い、移行期の経過措置として第56期は、平成18年２月21日から平成18年

８月31日までの６ヶ月と11日間となっております。 

６．提出会社の株式は、平成18年８月28日付で上場廃止となっておりますので、第56期の株価収益率は平成18年

８月25日の東京証券取引所における終値によって算出しております。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成18年８月

売上高（百万円） 159,493 169,001 176,396 168,291 172,307 94,979 

経常利益（百万円） 6,144 4,543 3,703 3,001 5,607 4,384 

当期純利益（百万円） 3,138 561 1,348 1,230 2,442 1,247 

資本金（百万円） 10,981 10,981 10,981 10,981 10,981 10,981 

発行済株式総数（千株） 41,844 41,844 41,844 41,844 41,844 42,303 

純資産額（百万円） 42,659 42,792 44,630 44,908 49,397 52,558 

総資産額（百万円） 73,532 87,664 98,590 96,982 103,161 108,078 

１株当たり純資産額（円） 1,019.50 1,022.76 1,066.73 1,073.40 1,180.38 1,242.70 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

18.00 

(9.00) 

18.00 

(9.00) 

18.00 

(9.00) 

18.00 

(9.00) 

18.00 

(9.00) 

10.00 

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 75.01 13.41 32.22 29.40 58.01 29.50 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
74.69 － － － － － 

自己資本比率（％） 58.0 48.8 45.3 46.3 47.9 48.6 

自己資本利益率（％） 7.7 1.3 3.1 2.7 5.2 2.4 

株価収益率（倍） 9.0 68.2 26.0 29.8 33.5 59.9 

配当性向（％） 24.0 134.2 55.9 61.2 31.0 33.9 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

1,431 

[2,442] 

1,674 

[2,897] 

1,688 

[2,999] 

1,599 

[2,823] 

1,596 

[2,811] 

1,739 

[3,631] 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和26年12月 釧路市北大通８丁目３番地に株式会社石黒商店を設立。 

昭和28年４月 岩手県盛岡市材木町83番地に株式会社石田商会を設立（昭和58年２月商号を株式会社メイクに変

更）。 

昭和46年12月 本店所在地を釧路市共栄大通４丁目に移転。 

昭和49年６月 ホームセンター（メイク第１号店）の上堂店を盛岡市に出店。 

昭和51年４月 ホームセンター（石黒ホーマ第１号店）の中園店を釧路市に出店。 

昭和53年１月 営業本部を釧路市から札幌市（東区北48条東８丁目）に移管。 

昭和60年２月 営業本部を現在地（札幌市厚別区厚別中央３条２丁目）に移転。 

昭和60年５月 株式会社メイク、岩手県紫波郡矢巾町流通センターに本部を移転。 

昭和62年４月 商号を石黒ホーマ株式会社に変更するとともにＣＩを導入する。 

平成元年２月 本店所在地を釧路市中園町９番３号に移転。 

平成元年９月 日本証券業協会に株式を登録。 

平成２年10月 株式会社メイク、日本証券業協会に株式を登録。 

平成４年１月 ジャスコ株式会社（現・イオン株式会社）、株式会社ケーヨーとの間に三社間の業務及び資本提

携契約を締結。 

平成４年４月 ジャスコ株式会社（現・イオン株式会社）との共同出資によるイシグロジャスコ株式会社を設

立。 

平成４年７月 園芸・植物類販売業の東北ホーマグリーン株式会社（平成８年10月商号をガーデナー株式会社に

変更）を設立。 

平成７年２月 和光リアルエステート株式会社と合併。 

平成７年８月 株式会社メイク及びイシグロジャスコ株式会社と合併し、商号をホーマック株式会社に変更する

とともに本店所在地を現在地（札幌市厚別区厚別中央３条２丁目）に移転。 

平成10年11月 東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引所に株式を上場。 

平成11年７月 ビルメンテナンス業のプロメンテ株式会社（現・クリンデポ株式会社、連結子会社）を設立。 

平成11年８月 園芸・植物類販売業のホーマグリーン株式会社の株式取得。 

平成12年２月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成12年２月 貨物運送・倉庫業のダイレックス株式会社（現・連結子会社）の株式取得。 

平成12年６月 株式会社ホームステージカスミ（同年同月商号をホーマック関東株式会社に変更）の株式取得。 

平成13年８月 ホームセンター業の株式会社ゲット（現・連結子会社）の株式取得。 

平成14年１月 株式会社ダイユーエイトとの間に業務及び資本提携契約を締結。 

平成14年８月 ホーマック関東株式会社と合併。 

平成15年１月 株式会社ツルヤ（現・連結子会社）との間に業務及び資本提携契約を締結。 

平成15年２月 株式会社カーマ、ダイキ株式会社との間に三社間の業務及び資本提携契約を締結。 

平成15年５月 株式会社カーマ、ダイキ株式会社、三井物産株式会社との共同出資により共同仕入会社のＤＣＭ 

Ｊａｐａｎ株式会社（現・持分法適用関連会社）を設立。 

平成15年８月 ビルメンテナンス業のプロメンテ株式会社がクリンデポ株式会社に商号変更し、清掃業に特化。 

平成15年８月 ビルメンテナンス業のプロメンテ株式会社（現・連結子会社）を設立。 

平成15年11月 ガーデナー株式会社とホーマグリーン株式会社が合併。 

平成17年７月 株式会社カーマ、ダイキ株式会社との間で共同持株会社を設立することについて合意。 

平成18年２月 ホーマグリーン株式会社と合併。 

平成18年３月 株式会社ツルヤの株式を追加取得。 

平成18年８月 株式移転による完全親会社ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社設立に伴い、東京証券

取引所市場第一部及び札幌証券取引所上場廃止。 

平成18年８月 現在の店舗数は190店舗である。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ホーマック株式会社）、子会社５社、関連会社１社で構成さ

れており、ホームセンター事業及びその他の事業を行っております。当社グループの主な事業内容と事業部門との位

置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載し

ております。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

事業部門 会社名 事業内容 

ホームセンター事業 

当社 

(連結財務諸表提出会社) 
ホームセンター業 

㈱ゲット 

(連結子会社) 
ホームセンター業 

㈱ツルヤ 

(連結子会社) 
ホームセンター業 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

(持分法適用関連会社) 
卸売業 

その他の事業 

クリンデポ㈱ 

(連結子会社) 
清掃業 

ダイレックス㈱ 

(連結子会社) 
貨物運送・倉庫業 

プロメンテ㈱ 

(連結子会社) 
ビルメンテナンス業 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

(2）持分法適用関連会社 

（注）１．ダイレックス㈱、㈱ゲット及びＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱に対しては、債務保証を行っております。内容について

は、「第５ 経理の状況」の貸借対照表注記事項「７ 保証債務」に記載しております。 

２．特定子会社に該当する会社はありません。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比し270名増加したのは、当連結会計年度より㈱ツルヤが連結の範囲に含ま

れたこと等によるものであります。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業内容 
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金援
助 

営業上の取
引 

設備の賃
貸借 

その他 当社役
員 
(人) 

当社従
業員 
(人) 

クリンデポ㈱ 
札幌市厚別

区 
30 清掃業 55.0 ３ ２ なし 

清掃業務委

託等 
建物賃貸 なし 

ダイレックス㈱ 札幌市東区 156 
貨物運送・

倉庫業 
51.6 １ ４ なし 

商品保管・

運送委託 
建物賃貸 (注)１ 

㈱ゲット 
茨城県つく

ば市 
400 

ホームセン

ター業 
90.0 ３ １ あり 商品供給 なし (注)１ 

プロメンテ㈱ 
札幌市厚別

区 
30 

ビルメンテ

ナンス業 
100.0 ２ ２ なし 

警備業務委

託 
建物賃貸 なし 

㈱ツルヤ 
北海道函館

市 
490 

ホームセン

ター業 
53.2 ２ １ あり 商品供給 建物賃貸 なし 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

事業内容 
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金援
助 

営業上の取
引 

設備の賃
貸借 

その他 当社役
員 
(人) 

当社従
業員 
(人) 

ＤＣＭ  

Ｊａｐａｎ㈱ 
東京都港区 300 卸売業 26.0 ２ ２ なし 商品仕入 なし (注)１ 

  平成18年８月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ホームセンター事業 1,864 (3,940) 

その他の事業 408 (274) 

全社（共通） 56 (18) 

合計 2,328 (4,232) 



(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度末に比し143名増加したのは、平成18年２月21日付でホーマグリーン㈱を吸収合併し

たこと等によるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

 提出会社においてはホーマックグループユニオン（組合員数6,868名）があり、上部団体としてゼンセン同盟専

門店部会に加盟しております。また、一部の子会社において労働組合があります。 

 労使関係は円満に推移しており、争議行為及び紛争問題等は起きておりません。 

  平成18年８月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

   1,739（3,631） 36.1 10.4 5,548,206 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度は、原油価格高騰に伴う原材料への影響など不安要因のある中で、企業業績の好調さを背景に、

景気の回復を感じさせながら推移いたしました。しかしながら、当社グループの出店地域である北海道・東北地区

を中心とした地域経済は、一部に動きが見られるものの足踏み状態が続いております。 

小売業界におきましては、個人消費の持ち直しもあり、全体としては緩やかながらも回復傾向にありますが、業

態を越えた企業間競争は益々厳しさを増し、競争環境は依然として厳しい状況にあります。 

このような状況のもと当社グループは、新規出店につきましては北海道で２店舗、東北で６店舗の合計８店舗を

開店いたしました。また、閉店につきましては北海道で２店舗、東北で１店舗、関東で１店舗の合計４店舗の退店

を行いました。これらの結果、期末店舗数はホーマック156店舗、ゲット２店舗、ツルヤ32店舗の合計190店舗とな

りました。 

販売面では、低温や日照不足などの天候不順が影響し、季節商品の売上に影響を受けました。 

商品面では、株式会社カーマとダイキ株式会社との共同仕入れであるオリジナルブランド商品、輸入商品、ナシ

ョナルブランド商品など政策商品の強化を積極的に行ってきたことで、荒利益率が30.4％となり前中間期と比較す

ると1.6ポイントの改善を図ることが出来ました。また、政策商品のＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社経由の売上高構成

比はホーマック単体で51.2％となり、前中間期と比較すると21.9ポイント増加いたしました。 

当社は、当社グループ全体の経営の効率化を図るべく、平成18年２月21日付で植物・園芸部門を担当するホーマ

グリーン株式会社を吸収合併いたしました。 

また、平成15年１月に株式会社ツルヤと業務・資本提携を結び、商品・物流面、人材面での交流を深めてまいり

ましたが、マスメリットの追求、ローコスト・オペレーションの実現、ドミナントエリアの構築という共通目的を

一層推進していくために、平成18年３月31日付で株式を追加取得し、子会社化いたしました。 

なお、当社、株式会社カーマ、ダイキ株式会社の３社は、平成18年９月１日を期日として株式移転により完全親

会社「ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社」を設立いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度におきましては、売上高は1,002億６千８百万円、経常利益は40億９千７百万

円、当期純利益は16億４千７百万円となりました。 

（注）当社は、決算期を２月20日から２月末日に変更いたしました。なお、移行期の経過措置として当連結会計年度

の決算期は、平成18年２月21日から平成18年８月31日までの６ヶ月と11日の変則決算であります。このため、当

連結会計年度の業績につきましては前連結会計年度との比較は行っておりません。 

(2) 主要商品部門別の状況 

① ペット＆グリーン部門 

ペット用品は、ペットフードが安定して伸びています。中でも小型室内犬や老齢犬が食べやすい半生タイプの

フードが、ペットの家族化で増加し高い伸びでした。ペット用シーツや猫砂もペットの室内飼育の増加で堅調に

伸びました。昆虫と飼育用品は夏休みに実施した「世界の昆虫展」などの催事の効果により伸びを示しました。

園芸用品では、ホースリールなどの散水用品がゴールデンウィークまでは天候に恵まれ好調でしたが、その後、

梅雨による低温・日照不足の影響で低迷しました。芝刈機や除草用品も同様の動きでした。また、ゴールデンウ

ィークの実需期に野菜苗が天候に恵まれ伸びました。その結果、売上高は243億５千万円となりました。 

② ホーム・インプルーブメント部門 

作業用品は、主力の作業手袋、長靴、ワークウェアが安定して伸びました。梅雨の影響で合羽・ヤッケは大き

く伸びましたが、日除け帽子が例年に比べ日照時間が少なく低調でした。金物は、大雪による補修需要で針金な

どの補強金物が伸びました。屋内安全・防災用品は、昨年発生した宮城沖地震などの後に増大した需要の反動で

低調でした。工具は、インパクトドリルなどの電動工具がチラシ訴求により伸びを示し、関連して電動工具用パ

ーツも伸びました。塗料は、耐久性のあるシリコンアクリルトタン塗料が人気で全体のかさ上げに寄与しまし

た。住宅設備は、工事関連商品キャンペーンでシャワートイレ、洗面化粧台など大きく伸びました。その結果、

売上高は184億１千万円となりました。 

③ ホーム・レジャー部門 

 カー用品は、ワックス、洗車ブラシ、スプレー塗料が「簡単お手入れ」「簡単補修」などの企画により好調で

したが、カー芳香剤、カーレーダーは伸びませんでした。スポーツではサッカー用品がワールドカップの影響で

大きく伸びました。水・砂遊び用品、花火が梅雨明けまでの低温・日照不足の影響で低調に推移しました。自転

車は昨年並みの安定的な売上でしたが、錠、ポンプなどの自転車関連商品は好調でした。テント、キャンピング

用品は梅雨明けまで不調でしたが、ピークの夏休み時期は天候に恵まれ好調に伸びました。その結果、売上高は



97億６千９百万円となりました。 

④ ハウス・キーピング部門 

日用消耗品は、地域別での品揃えを強化した殺虫剤や新商品の消臭除菌剤、また天候与件により除湿剤が伸び

ました。競合激化でティッシュペーパー、洗濯洗剤が不調でした。ビューティーケアの制汗剤は日照量不足が影

響し低調でした。ヘルスケアの介護用品は大人用おむつ、杖など歩行関連商品が伸びました。文具はコピー用

紙、ラミネーター、プリンターインクなどが好調でした。昨年の個人情報保護法施行で好調だったシュレッダー

は、その反動で不調でした。その結果、売上高は240億９千２百万円となりました。 

⑤ ホーム・ファニシング部門 

インテリア用品は、ドレープカーテンが伸びましたが夏期に需要の多いレースカーテンは不調でした。い草ご

ざ、い草アクセントラグも気候与件で低調でした。寝具は組布団とカバーが好調でした。価格強化で取り組んだ

バスタオル、フェイスタオルも大きく伸びました。家具収納では新商品の天板付きのチェストや品揃えを拡大し

たベッドが伸びました。パソコンデスクは好調を維持しています。その結果、売上高は93億１千８百万円となり

ました。 

⑥ ホーム・エレクトロニクス部門 

家電は、高機能ガステーブルを価格訴求したことにより伸びました。品揃え拡大で冷凍庫の好調が続いていま

す。出足は不調だった扇風機、冷風扇も気温上昇とともに動き好調な結果でした。除湿機が同様に大きく伸びま

した。灯油価格高騰の影響で薪ストーブが高い伸びを示しました。ＡＶ情報機器ではＤＶＤプレーヤー、ＤＶＤ

ソフトが大きく伸びましたが、テレビデオ、ビデオテープは減少傾向でした。その結果、売上高は101億１百万

円となりました。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益33億９千８百万円、減価償却費14億８千３百万

円、たな卸資産の増加額16億５千１百万円、仕入債務の増加額24億７百万円、法人税等の支払額26億７千５百万円

などにより、18億２千６百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店など有形固定資産の取得による支出19億７千万円、敷金及び建

築協力金の差入による支出４億９千２百万円などにより、15億８千６百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少額25億５千６百万円、長期借入れによる収入57億５千

万円、長期借入金の返済による支出30億１千８百万円などにより、４億３千５百万円の支出となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物残高は前連結会計年度末に比べ１億９千５百万円減少し、33億３千５百万円

となりました。 

（注）当社は、決算期を２月20日から２月末日に変更いたしました。なお、移行期の経過措置として当連結会計年

度の決算期は、平成18年２月21日から平成18年８月31日までの６ヶ月と11日の変則決算であります。このた

め、当連結会計年度の業績につきましては前連結会計年度との比較は行っておりません。 



２【仕入及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、ホームセンター事業を主たる業務としているため、生産及び

受注の状況は記載しておりません。 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注） １．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

２．ホームセンター事業の部門別の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

（注）当社は、決算期を２月20日から２月末日に変更いたしました。なお、移行期の経過措置として当連結会計年度の決

算期は、平成18年２月21日から平成18年８月31日までの６ヶ月と11日の変則決算であります。このため、当連結会計

年度の業績につきましては前連結会計年度との比較は行っておりません。 

事業部門 
当連結会計年度 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業   

ペット＆グリーン（百万円） 17,328 － 

ホーム・インプルーブメント（百万円） 12,023 － 

ホーム・レジャー（百万円） 7,043 － 

ハウス・キーピング（百万円） 18,412 － 

ホーム・ファニシング（百万円） 6,070 － 

ホーム・エレクトロニクス（百万円） 6,935 － 

その他（百万円） 2,024 － 

ホームセンター事業計（百万円） 69,839 － 

その他の事業（百万円） 1,559 － 

合計（百万円） 71,398 － 

部門 取扱商品 

ペット＆グリーン 園芸、植物、業務資材、大型機械、ペット、ペット用品他 

ホーム・インプルーブメント 
作業用品、金物、工具、塗料、木材、エクステリア、屋外・建築資材、住

宅設備他 

ホーム・レジャー カー用品、スポーツ、玩具、サイクル、レジャー他 

ハウス・キーピング 
日用消耗品、ステーショナリー、ダイニング・キッチン、バス・トイレタ

リー、ビューティケア、ヘルスケア他 

ホーム・ファニシング インテリア、寝具、家具収納他 

ホーム・エレクトロニクス 家庭電器、冷暖房、電材・照明、ＡＶ情報機器、灯油他 

その他 ソフトグッズ、工事費、サービス料他 



(2）販売実績 

 当連結会計年度の事業部門別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

（注） １．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

２．地区別販売実績は、次のとおりであります。 

なお、当連結会計年度中にゲット館林店が閉鎖したため、群馬県の期末店舗数は「－」となっております。

３．当社は、決算期を２月20日から２月末日に変更いたしました。なお、移行期の経過措置として当連結会計年

度の決算期は、平成18年２月21日から平成18年８月31日までの６ヶ月と11日の変則決算であります。このた

め、当連結会計年度の業績につきましては前連結会計年度との比較は行っておりません。 

事業部門 
当連結会計年度 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業   

ペット＆グリーン（百万円） 24,350 － 

ホーム・インプルーブメント（百万円） 18,410 － 

ホーム・レジャー（百万円） 9,769 － 

ハウス・キーピング（百万円） 24,092 － 

ホーム・ファニシング（百万円） 9,318 － 

ホーム・エレクトロニクス（百万円） 10,101 － 

その他（百万円） 2,474 － 

ホームセンター事業計（百万円） 98,516 － 

その他の事業（百万円） 1,752 － 

合計（百万円） 100,268 － 

地区 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 前年同期比（％） 

金額（百万円） 構成比（％） 期末店舗数（店） 

北海道     

道央地区 24,545 24.5 41 － 

道南地区 8,298 8.3 22 － 

道北地区 7,150 7.1 16 － 

道東地区 12,139 12.1 23 － 

計 52,133 52.0 102 － 

青森県 5,983 6.0 16 － 

岩手県 11,191 11.2 21 － 

宮城県 11,195 11.2 19 － 

秋田県 5,147 5.1 14 － 

山形県 1,533 1.5 3 － 

茨城県 5,333 5.3 9 － 

群馬県 772 0.8 － － 

埼玉県 569 0.6 1 － 

千葉県 3,752 3.7 4 － 

東京都 794 0.8 1 － 

その他（通信販売他） 108 0.1 － － 

ホームセンター事業計 98,516 98.3 190 － 

その他の事業 1,752 1.7 － － 

全社計 100,268 100.0 190 － 



３【対処すべき課題】 

当社、株式会社カーマ、ダイキ株式会社の３社は、平成18年９月１日を期日として株式移転により完全親会社「Ｄ

ＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社」を設立いたしました。売上高・店舗数ではホームセンター業界のシェ

ア10％を超える日本一のホームセンターグループの誕生であります。 

ＤＪグループの理念、行動指針は以下の通りであります。 

「ＤＪグループ理念」 

奉仕・創造・団結・・・・理念体系の上位に位置づけされるもので、普遍の企業哲学を“奉仕・創造・団結”とい

う言葉で表現しております。 

「ＤＪグループ行動指針」 

共感創造、日々革新・・・企業が社会的存在として“無限”の成長を可能とするためには、常に変化に対応する

“日々革新”の企業姿勢が不可欠であることが明文化されております。 

今後当社といたしましては、ＤＪグループの中期経営目標を達成するために、事業会社としての責務を果たしてい

く所存であります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）出店に関するリスク 

当社グループは、積極的な店舗展開を行い、ドミナント化を推進してまいりますが、経済的情勢の変動等により

出店用地の確保に時間を要する場合や、競合各社の出店等さまざまな偶発的要因により、当社グループの出店計画

に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの店舗の出店及び増床に関しましては、「大規模小売店舗立地法」等の法的規制を受けてお

ります。「大規模小売店舗立地法」では、売場面積1,000㎡超の出店及び増床について、地元自治体への届出が義

務づけられており、駐車台数、交通渋滞、騒音、ごみ処理問題、環境問題等の規制が行われております。そのた

め、出店までに要する期間が長期化し、当社グループの出店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

 今後、大型商業施設の出店規制を行ういわゆる「まちづくり三法」の改正が行われた場合、郊外での出店が難し

くなることから、当社グループの出店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）天候について 

当社グループは、あらかじめ天候を予測し年間の販売促進計画を立てておりますが、冷夏、暖冬等の天候不順に

よる季節商品の需要低下等により販売促進計画を下回った場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(3）売上高の変動について 

当社グループは、複数の商品を取り扱っており、同業他社はもちろんのこと他業態とも競合し、ますます競争が

激しくなっております。そのような環境の中、お客さまに喜んでいただける店となるべく企業努力を続けてまいり

ますが、競合各社の出店あるいは関係法令の改正施行等により、お客さまの購買行動の変化等から、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）災害等について 

当社グループが運営する店舗は、全て総合保険に加入しており、台風、火災、水害等による動産及び不動産の損

失補償がされておりますが、地震保険については補償内容及び保険料の関係から加入しておりません。このため、

地震による建物の倒壊等が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）ＰＢ商品について 

当社グループは、暮らしの必需品を中心とするソフト系商品群「快適上手」、ホームセンター特有のＨＩ（ホー

ムインプルーブメント）ニーズに対応したハード系商品群「ｐｒｏｓｉｄｅ（プロサイド）」といったＰＢ商品の

開発を積極的に行っております。ＰＢ商品の多くは海外から供給されており、配送についての混乱などで商品の入

手が不安定になった場合、また、消費者のニーズにマッチした商品の開発ができなかった場合など、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(6）固定資産の減損に関するリスク 

当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しておりますが、今後、新たに減損損失を認識すべ

き資産について減損を計上することになった場合、当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1）業務提携等に関する契約 

 （注）上記の株式移転計画書に基づき、当社は平成18年５月18日開催の第55回定時株主総会、株式会社カーマは平成18

年６月23日開催の第35期定時株主総会、ダイキ株式会社は平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、

それぞれ当該株式移転による持株会社の設立が承認され、平成18年９月１日に完全親会社となるＤＣＭ Ｊａｐａｎ

ホールディングス株式会社を設立いたしました。詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等

(1)連結財務諸表 注記事項」の「重要な後発事象」および「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (l)財務諸表 

注記事項」の「重要な後発事象」に記載しております。 

(2）その他の契約 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。  

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。なお、この連結財務諸表の作成に当たっては、合理的判断に基づき一定の会計基準の範囲内で見積が行わ

れている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。また、これらの見積については不確

実性があるため、実際の結果と異なる可能性があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

「第２［事業の状況］１［業績等の概要］」に記載のとおりであります。 

(3）当連結会計年度の財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、343億３千６百万円（前連結会計年度末は、321億６千９百万円）

となり、前期に比較して21億６千７百万円増加いたしました。その主なものは、たな卸資産の増加（237億２千２

百万円から265億７千７百万円へ28億５千５百万円の増加）であり、店舗数の増加及び当連結会計年度より㈱ツル

ヤが連結の範囲に含まれたこと等によるものであります。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、813億３千８百万円（前連結会計年度末は、775億３千１百万円）

となり、前期に比較して38億７百万円増加いたしました。その主なものは、新設店舗の設備投資及び当連結会計年

度より㈱ツルヤが連結の範囲に含まれたこと等による有形固定資産の増加（319億５千３百万円から353億２千２百

万円へ33億６千８百万円の増加）、時価評価などによる投資有価証券の増加（137億４千万円から148億４千８百万

円へ11億７百万円の増加）などによるものであります。 

相手先 契約内容 契約年月日 契約期間 

株式会社カーマ及びダイ

キ株式会社 

商品の共同仕入を推進すること

について合意 
平成15年２月14日 規定なし 

株式会社カーマ及びダイ

キ株式会社 

経営統合に向けての基本合意書

について合意 
平成17年７月11日 規定なし 

株式会社カーマ及びダイ

キ株式会社 

共同株式移転について合意

（注） 
平成18年１月６日 規定なし 

株式会社カーマ及びダイ

キ株式会社 

株式移転計画書について合意

（注） 
平成18年４月10日 規定なし 



（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、409億５千２百万円（前連結会計年度末は、403億８千５百万円）

となり、前期に比較して５億６千７百万円増加いたしました。その主なものは、たな卸資産の増加に伴う支払手形

及び買掛金の増加（189億８千万円から219億３千６百万円へ29億５千６百万円の増加）、返済による短期借入金の

減少（81億円から64億円へ17億円の減少）、新規借入及び当連結会計年度より㈱ツルヤが連結の範囲に含まれたこ

と等による一年以内に返済予定の長期借入金の増加（54億２千３百万円から70億１千８百万円へ15億９千４百万円

の増加）などによるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、208億５千４百万円（前連結会計年度末は、178億２千９百万円）

となり、前期に比較して30億２千４百万円増加いたしました。その主なものは、新規借入及び当連結会計年度より

㈱ツルヤが連結の範囲に含まれたこと等による長期借入金の増加（107億７百万円から135億１百万円へ27億９千３

百万円の増加）、投資有価証券の時価評価による繰延税金負債の増加（30億９千２百万円から34億１千５百万円へ

３億２千３百万円の増加）などによるものであります。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、538億６千８百万円（前連結会計年度末は、502億４千７百万円）と

なり、前期に比較して36億２千万円増加いたしました。その主なものは、合併による資本剰余金の増加（116億３

千１百万円から124億３千３百万円へ８億１百万円の増加）当期純利益による利益剰余金の増加（226億５千８百万

円から239億１千３百万円へ12億５千４百万円の増加）、有価証券に対する金融商品会計に基づく時価評価に伴う

その他有価証券評価差額金の増加（49億８千４百万円から55億９千８百万円へ６億１千４百万円の増加）などによ

るものであります。 

 また、当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しているため、純資産額に少数株主持分９億５千１百万円が含まれております。

 なお、従来の資本合計に相当する金額は、529億１千７百万円であります。 

(4）キャッシュ・フローの分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが18億２千６百万円の収入、投資活動によるキ

ャッシュ・フローが15億８千６百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが４億３千５百万円の支出とな

りました。 

当連結会計年度の各項目の詳細については、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］(3) キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における当社グループの設備投資金額は、ホームセンター事業を中心に、有形固定資産で20億６千３百

万円、敷金及び建築協力金で４億９千２百万円の合計25億５千６百万円であります。その主なものは、盛岡商品センター

の土地、建物取得及び新規出店によるものであります。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1)提出会社 

  平成18年８月31日現在

地区及び事業
所名 

事業部門の
名称 

設備の内
容 

土地 建物 
構築物 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

従業員数 
(人) 面積 

(千㎡) 
金額 
(百万円) 

面積 
(千㎡) 

金額 
(百万円) 

北海道           

道央地区 

38店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

51 

(423) 

[14] 

1,798 

26 

(121) 

[1] 

1,630 335 31 3,795 
322 

(903) 

道南地区 

11店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

26 

(130) 
905 

7 

(44) 
361 83 16 1,366 

98 

(255) 

道北地区 

11店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

9 

(175) 
81 

4 

(44) 
284 53 15 435 

83 

(249) 

道東地区 

14店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

38 

(262) 
1,640 

21 

(51) 
1,312 142 16 3,110 

154 

(370) 

計   

126 

(991) 

[14] 

4,425 

59 

(262) 

[1] 

3,588 614 79 8,708 
657 

(1,778) 

青森県 

12店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

0 

(179) 
27 

18 

(31) 
793 173 26 1,021 

79 

(262) 

岩手県 

21店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

28 

(322) 

[107] 

1,914 

42 

(38) 

[1] 

1,388 202 39 3,545 
154 

(460) 

宮城県 

19店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

19 

(403) 

[95] 

1,202 

62 

(39) 

[7] 

3,595 478 50 5,326 
159 

(462) 

秋田県 

14店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

4 

(274) 

[16] 

207 
37 

(13) 
2,019 277 28 2,532 

73 

(251) 

山形県 

３店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

6 

(39) 

[8] 

414 
13 

  
708 40 3 1,167 

17 

(54) 

茨城県 

９店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

22 

(279) 

[16] 

1,618 

0 

(49) 

[5] 

302 141 14 2,076 
60 

(208) 

埼玉県 

１店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

(9) 
－ 

(3) 
60 12 0 73 

8 

(22) 

千葉県 

２店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 (27) 

[3] 

－ 
(7) 

13 1 0 15 
10 

(43) 

東京都 

１店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

(11) 
－ 

(6) 
－ － － － 

8 

(32) 

札幌商品 

センター他 

９事業所 

商品保管業

務 

商品セン

ター 

69 

(5) 

[9] 

852 

26 

(34) 

[5] 

956 19 0 1,828 
3 

(－) 

本社他 

４事業所 

全社統括業

務 
事務所 

(6) 
－ 

0 

(5) 

[0] 

59 1 5 67 
511 

(55) 

その他   

11 

(72) 

[45] 

117 

6 

(15) 

[12] 

300 28 1 447 
－ 

(－) 

合計   

290 

(2,623) 

[317] 

10,780 

268 

(507) 

[35] 

13,786 1,990 251 26,809 
1,739 

(3,631) 



(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車輌運搬具、工具・器具・備品であります。なお、金額には消費税等を含め

ておりません。  

２．土地建物の面積の( )内は賃借物件を外数で表示し、[ ]内は賃貸物件を内数で表示しております。なお、

商品センターについては、商品仕分けの業務の委託をしており、使用面積を特定できないため、建物総体の

面積を表示しております。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

４．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1) 提出会社 

(2）国内子会社 

該当事項はありません。 

  平成18年８月31日現在

会社名 
地区及び
事業所名 

事業部門の
名称 

設備の内
容 

土地 建物 
構築物 
(百万円)

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

従業 
員数 
(人) 

面積 
(千㎡) 

金額 
(百万円)

面積 
(千㎡) 

金額 
(百万円)

ダイレック

ス㈱ 

本社他 

13事業所 

その他の事

業 

商品セン

ター 

57 

(13) 

[0] 

1,012 
35 

(3) 
1,251 48 178 2,490 

398 

(271) 

㈱ゲット 
本社他 

２店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

19 

(40) 

[19] 

2,508 

4 

(16) 

[0] 

650 202 108 3,470 
95 

(135) 

㈱ツルヤ 
本社他 

32店舗 

ホームセン

ター事業 
店舗 

34 

(81) 

[7] 

645 

43 

(3) 

[1] 

2,744 215 240 3,845 
86 

(151) 

  平成18年８月31日現在

設備の内容 
当期リース料（年額） 

（百万円） 
リース契約残高 
（百万円） 

主なリース期間（年） 

店舗用什器 

（ゴンドラ他） 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 

530 2,869 ５ 

情報関連機器 

（ＰＯＳシステム他） 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 

423 1,659 ５ 

物流搬送設備 

（ローラーコンベア他） 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 

4 9 ５ 

計 958 4,538 － 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

(2）重要な改修 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門の
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
売場面積 
（㎡） 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

五所川原店 

青森県 

五所川原

市 

ホームセン

ター事業 

構築物・敷金

保証金等 
347 35 

自己資金 

及び借入

金 

平成18年6

月 

平成18年10

月 
4,970 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門の
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
売場面積 
（㎡） 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

元江別店 

北海道 

江別市 

ホームセン

ター事業  

構築物・敷金

保証金等 
305 22 

自己資金 

及び借入

金 

平成18年8

月 

平成19年1

月 
7,871 

当社 

北栄店他 

88店舗 

－ 
ホームセン

ター事業 
工具器具備品 1,400 506 リース 

平成18年3

月 

平成19年2

月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注） 東京証券取引所（市場第一部）及び札幌証券取引所については、平成18年６月30日に上場廃止の申請を行い、

平成18年８月28日に上場廃止となっております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．ホーマック関東㈱を吸収合併したことによる増加であります。 

 ２．ホーマグリーン㈱を吸収合併したことによる増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式9,331株は「個人その他」に93単元、「単元未満株式の状況」に31株含まれております。 

２．上記「その他の法人」「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ２単元及

び81株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株) 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,303,057 42,303,057 － － 

計 42,303,057 42,303,057 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成14年８月21日 

（注）１ 
－ 41,844 － 10,981 90 11,631 

平成18年２月21日 

（注）２ 
459 42,303 － 10,981 1,687 13,319 

  平成18年８月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 57 21 153 74 4 9,681 9,990 － 

所有株式数

（単元） 
－ 74,371 3,096 154,490 46,600 6 143,888 422,451 57,957 

所有株式数の

割合（％） 
－ 17.61 0.73 36.57 11.03 0.00 34.06 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

なお、当社は平成18年９月１日に株式会社カーマ及びダイキ株式会社と共同で株式移転により完全親会社「ＤＣ

Ｍ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社」を設立いたしました。これに伴い、当社の株主は同社１名となってお

ります。 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

石黒 靖尋 札幌市中央区 5,594 13.23 

有限会社日新企興 札幌市中央区伏見４丁目４番27号 5,407 12.78 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番１号 5,329 12.60 

日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式

会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,780 6.57 

株式会社石田興産 岩手県盛岡市上堂１丁目11番32号 1,760 4.16 

バンクオブニューヨ

ークジーシーエムク

ライアントアカウン

ツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式

会社三菱東京ＵＦＪ

銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB，

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

1,549 3.66 

石黒 靖規 札幌市中央区 1,498 3.54 

ホーマック社員持株

会 
札幌市厚別区厚別中央３条２丁目１番41号 836 1.98 

石田 勉 札幌市厚別区 834 1.97 

株式会社ケーヨー 千葉市若葉区みつわ台１丁目28番１号 614 1.45 

計 － 26,206 61.95 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      9,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,235,800 422,358 － 

単元未満株式 普通株式   57,957 － － 

発行済株式総数 42,303,057 － － 

総株主の議決権 － 422,358 － 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ホーマック株式会社 

札幌市厚別区厚別中

央３条２丁目１番41

号 

9,300 － 9,300 0.0 

計 － 9,300 － 9,300 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当社は、平成18年９月１日付で完全親会社であるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の完全子会社と

なりました。これに伴い、当社が所有していた自己株式は親会社株式となったため、当期間の保有自己株式数は記

載しておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（－年－月－日）での決議状況 

（取得期間－年－月－日～－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 713 1,292,589 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（ － ） 
－ － － － 

保有自己株式数 9,331 － － － 



３【配当政策】 

当社では、将来の事業展開と企業体質の強化を図りながら安定した配当の実施を基本方針としております。 

当期の期末配当につきましては、厳しい経営環境ではございますが、安定した配当の実施という観点から、１株に

つき10円といたしました。 

内部留保資金につきましては、主に新店及び増改装店舗への設備投資等に活用し、業績の拡大及びより一層の経営

基盤の強化を図ってまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．当社株式は、平成18年８月28日付で上場廃止し、ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の完全子会

社となったことに伴い、平成18年８月25日までの株価について記載しております。 

(2）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．当社株式は、平成18年８月28日付で上場廃止し、ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の完全子会

社となったことに伴い、平成18年８月は最終取引日である平成18年８月25日までの株価について記載しており

ます。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成18年８月 

最高（円） 1,085 1,170 981 1,055 2,395 2,275 

最低（円） 630 651 703 708 871 1,431 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 2,170 2,275 1,922 2,045 1,940 1,899 

最低（円） 1,825 1,880 1,700 1,721 1,431 1,590 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役相談役  石黒 靖尋 昭和11年９月15日生 

昭和34年４月 当社入社 

昭和37年４月 当社取締役 

昭和43年５月 当社代表取締役社長 

平成11年５月 当社代表取締役会長 

平成12年５月 当社取締役会長 

平成17年２月 当社取締役相談役（現任） 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社取締役相談役

（現任） 

－ 

代表取締役社

長 
 柴田 憲次 昭和21年11月11日生 

昭和44年４月 アルプス電気株式会社入社 

昭和50年７月 株式会社メイク入社 

平成６年３月 同社専務取締役 

平成７年８月 当社専務取締役 

平成11年10月 当社専務取締役開発担当 

平成12年５月 当社取締役専務執行役員開

発・管理担当 

平成15年７月 当社取締役専務執行役員東北

地区担当兼マーケティング統

括部長 

平成16年２月 当社取締役執行役員副社長営

業担当兼マーケティング統括

部長 

平成16年８月 当社取締役執行役員副社長営

業担当 

平成17年２月 当社代表取締役副社長最高執

行責任者兼営業本部長 

平成17年８月 当社代表取締役社長最高執行

責任者兼営業本部長 

平成18年２月 当社代表取締役社長最高執行

責任者 

平成18年３月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社

取締役（現任） 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社取締役（現

任） 

平成18年９月 当社代表取締役社長（現任） 

－ 

取締役副社長 開発戦略管掌 石田 勉 昭和24年11月25日生 

昭和47年４月 株式会社メイク入社取締役 

昭和58年３月 株式会社石田商会取締役（現

任） 

平成４年１月 株式会社メイク代表取締役社

長 

平成４年12月 株式会社メイクホーム代表取

締役社長（現任） 

平成７年８月 当社代表取締役副社長 

平成11年６月 協同組合テクノポート総合物

流代表理事 

平成12年５月 当社取締役執行役員副社長営

業戦略担当 

平成13年８月 株式会社ゲット取締役 

平成14年７月 株式会社石田興産代表取締役

（現任） 

平成15年２月 当社取締役副社長開発戦略管

掌（現任） 

平成18年９月 協同組合テクノポート総合物

流清算人（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
グループ企業

担当 
本間 一興 昭和20年２月21日生 

昭和43年１月 当社入社 

昭和59年３月 当社取締役 

平成６年10月 当社常務取締役 

平成12年５月 当社取締役専務執行役員営

業・商品担当 

平成13年２月 当社取締役専務執行役員開

発・管理担当 

平成13年８月 株式会社ゲット取締役（現

任） 

平成15年２月 当社取締役専務執行役員提携

業務推進担当 

平成15年３月 株式会社ツルヤ取締役（現

任） 

平成16年２月 当社取締役専務執行役員提携

業務担当 

平成16年４月 ホーマグリーン株式会社監査

役 

平成17年２月 当社取締役専務執行役員管理

兼提携業務担当 

平成18年２月 当社取締役専務執行役員グル

ープ企業担当（現任） 

平成18年９月 プロメンテ株式会社監査役

（現任） 

－ 

取締役  堀米 章夫 昭和25年１月24日生 

昭和59年６月 株式会社ホクホー入社 

昭和60年２月 当社入社 

平成３年５月 当社取締役 

平成８年２月 当社常務取締役 

平成12年５月 当社取締役常務執行役員グル

ープ戦略担当 

平成13年２月 当社取締役専務執行役員商品

担当 

平成16年２月 当社取締役専務執行役員提携

業務担当 

平成17年２月 当社取締役専務執行役員特命

事項兼提携業務担当 

平成17年５月 株式会社ゲット取締役 

平成18年２月 当社取締役専務執行役員統合

準備委員会 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社執行役員コン

プライアンスグループ担当 

平成18年９月 当社取締役（現任） 

平成18年11月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社執行役員総

務・コンプライアンスグルー

プ担当（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

北海道事業部

長兼Ｂｅｎ＆

Ｌｅｅ事業推

進部長 

石黒 靖規 昭和38年１月20日生 

昭和61年４月 武蔵ホルト株式会社入社 

平成３年９月 当社入社 

平成11年５月 当社取締役北海道商品統括部

長 

平成12年５月 当社執行役員北海道商品統括

部長 

平成15年２月 当社常務執行役員社長室長 

平成16年８月 当社常務執行役員営業企画統

括部長 

平成17年２月 当社常務執行役員営業副本部

長兼営業企画統括部長 

平成17年５月 当社取締役常務執行役員営業

副本部長兼営業企画統括部長 

平成18年１月 プロメンテ株式会社取締役

（現任） 

平成18年２月 当社取締役専務執行役員北海

道事業部長兼Ben&Lee事業推進

部長（現任） 

平成18年４月 クリンデポ株式会社取締役

（現任） 

－ 

取締役 

管理統括部長

兼コンプライ

アンス担当 

篠原 寛明 昭和24年４月６日生 

昭和49年４月 株式会社札幌松坂屋入社 

昭和59年２月 当社入社 

平成３年５月 当社取締役人事部長 

平成11年７月 プロメンテ株式会社（現クリ

ンデポ株式会社）取締役 

平成12年５月 当社執行役員総務部長 

平成15年３月 株式会社ツルヤ監査役（現

任） 

平成15年８月 プロメンテ株式会社監査役 

平成16年２月 当社執行役員総務・法務統括

部長兼総務部長 

平成17年２月 当社常務執行役員総務・法務

統括部長兼総務部長 

平成17年５月 当社取締役常務執行役員総

務・法務統括部長兼総務部長 

平成17年８月 当社取締役常務執行役員総

務・人事統括部長 

平成18年２月 当社取締役常務執行役員管理

統括部長 

平成18年６月 当社取締役常務執行役員管理

統括部長兼コンプライアンス

担当（現任） 

平成18年９月 クリンデポ株式会社代表清算

人（現任） 

平成18年９月 プロメンテ株式会社取締役 

平成18年11月 プロメンテ株式会社代表取締

役社長（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  氏家 智 昭和31年２月８日生 

昭和53年３月 当社入社 

平成12年５月 当社執行役員商品開発統括部

長 

平成15年８月 プロメンテ株式会社取締役 

平成16年２月 当社執行役員北海道事業部長

兼環境委員会担当 

平成16年４月 ホーマグリーン株式会社取締

役 

平成16年４月 クリンデポ株式会社取締役 

平成17年２月 当社常務執行役員北海道事業

部長兼環境委員会担当 

平成17年５月 当社取締役常務執行役員北海

道事業部長兼環境委員会担当 

平成18年２月 当社取締役常務執行役員統合

準備委員会 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社執行役員経営

戦略グループ営業戦略担当

（現任） 

平成18年９月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役 商品統括部長 遠藤 孝平 昭和25年11月17日生 

昭和55年３月 株式会社ジョイ入社 

平成５年12月 当社入社 

平成12年５月 当社執行役員東北商品統括部

長 

平成14年２月 当社執行役員北海道事業部新

業態事業部長 

平成16年２月 当社執行役員スーパーデポ統

括部長兼スーパーデポ事業推

進部長 

平成17年２月 当社執行役員商品統括部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員商品統括

部長（現任） 

－ 

取締役  鎌田 清孝 昭和29年12月12日生 

昭和54年４月 株式会社丸三鶴屋入社 

昭和59年８月 当社入社 

平成12年５月 当社執行役員財務部長 

平成16年３月 ダイレックス株式会社監査役 

平成16年４月 クリンデポ株式会社監査役 

平成17年５月 当社取締役執行役員財務部長 

平成18年３月 株式会社ゲット取締役（現

任） 

平成18年６月 当社取締役執行役員統合準備

委員会 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社執行役員財

務・経理グループ担当（現

任） 

平成18年９月 当社取締役（現任） 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  色木 久雄 昭和21年９月18日生 

昭和57年５月 株式会社ホクホー入社 

昭和58年５月 当社入社 

昭和63年５月 当社取締役情報システム部長 

平成８年２月 当社常務取締役総務担当 

平成11年７月 プロメンテ株式会社（現クリ

ンデポ株式会社）代表取締役 

平成12年５月 当社常務執行役員情報システ

ム担当 

平成15年８月 クリンデポ株式会社代表取締

役社長 

平成15年８月 プロメンテ株式会社代表取締

役社長 

平成16年２月 当社執行役員 

平成18年９月 クリンデポ株式会社代表清算

人 

平成18年９月 ダイレックス株式会社監査役

（現任） 

平成18年11月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役  宮田 英太郎 昭和18年10月１日生 

平成11年２月 株式会社ホームステージカス

ミ入社 

 同社取締役管理本部マネジャ

ー 

平成13年８月 株式会社ゲット監査役（現

任） 

平成14年４月 当社入社 

平成14年５月 当社常勤監査役 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社常勤監査役

（現任） 

平成18年９月 当社監査役（現任） 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社監

査役（現任） 

－ 

監査役  星名 光男 昭和17年10月13日生 

昭和41年３月 株式会社岡田屋（現イオン株

式会社）入社 

平成６年５月 ジャスコ株式会社（現イオン

株式会社）取締役 

平成７年５月 当社監査役（現任） 

平成12年５月 ジャスコ株式会社（現イオン

株式会社）専務取締役 

平成12年11月 ウエルシア関東株式会社監査

役（現任） 

平成15年５月 イオン株式会社専務執行役 

平成15年５月 株式会社ケーヨー取締役（現

任） 

平成16年５月 イオン株式会社常任顧問（現

任） 

平成17年６月 株式会社やまや取締役（現

任） 

－ 

 



 （注）１．取締役相談役石黒靖尋は、取締役石黒靖規の実父であります。 

２．監査役星名光男、居林彬の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．取締役でない執行役員は以下の７名であります。 

専務執行役員  小 嶋   清  植物・園芸事業担当 

  執行役員  小 原 雄 一  経営企画室長 

  執行役員  熊 谷   純  東北・関東事業部長 

  執行役員  照 井 一 彦  情報・物流統括部長 

  執行役員  鎌 形 和 夫  業務改革室長 

  執行役員  高 橋 康 治  植物・園芸統括部長兼東北・関東植物・園芸商品部長 

  執行役員  村 上 健 博  ダイレックス株式会社 代表取締役社長 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  居林 彬 昭和19年６月24日生 

昭和43年４月 株式会社北海道銀行入行 

平成７年６月 同行取締役地区営業担当兼釧

路支店長 

平成11年６月 同行執行役員地区営業担当兼

釧路支店長 

平成12年６月 同行常務執行役員地区営業担

当兼旭川支店長 

平成13年６月 同行取締役・執行役員副頭取 

平成15年６月 北海道建物株式会社代表取締

役社長（現任） 

平成16年５月 当社監査役（現任） 

平成17年６月 株式会社北海道銀行監査役

（現任） 

平成18年９月 ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社監査役（現

任） 

－ 

計 － 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、当社の完全親会社であるＤＣ

Ｍ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の方針に基づき、各事業会社との連携をとりながら今後も取締役会や監

査役会の一層の機能強化を行い、社内組織・制度の見直しを実施し、コーポレート・ガバナンスの構築に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織そのほかのコーポレート・ガバナンス体制の状況 

イ．当社は、「監査役会」を設置しており、グループ会社は「監査役」を設置しております。 

ロ．「取締役会」は取締役10名で構成されており、企業経営に関する最高意思決定機関として、重要事項の決定

と業務執行の監督を行っております。 

ハ．当社は「執行役員制度」を平成12年５月より導入いたしました。経営基盤の強化と経営の意思決定の迅速化

及び経営全般の活性化と合理化を目的に、執行役員が取締役会の方針に基づき、業務執行を担う体制としまし

た。 

ニ．「経営会議」は取締役及び監査役並びに執行役員等で構成されており、取締役会から委嘱された事項や全社

に関わる重要事項等の意思決定機関としての役割を担っております。 

ホ．当社では「報酬委員会」と「指名委員会」を取締役会の諮問機関として平成15年２月に設置し、「報酬委員

会」では取締役及び執行役員の報酬についての方針や個人別の報酬の検討、「指名委員会」では取締役・監査

役及び執行役員の候補者を推薦し、それぞれ取締役会に答申する方式を採用しております。なお、コーポレー

ト・ガバナンスの側面から、平成16年度からはグループ企業についても両委員会で検討し、当社取締役会の決

議、及びグループ企業の取締役会の決議をもって決定しております。 

ヘ．当社の「監査役」は社外監査役２名を含む４名で構成されており、毎月開催される取締役会、経営会議等に

出席し、客観的な立場で監査機能を発揮しております。 

ト．「コンプライアンス責任者」を平成18年５月に配置し、コンプライアンス体制の強化を図っております。

「コンプライアンス責任者」は法務部長と連携し、法令・社会的規範・倫理の遵守、個人情報の管理等、コン

プライアンス経営に積極的に取り組んでいる当社において、推進者の役割を担っております。 

チ．「業務監査室」は社長直轄の組織ですが、監査役との協力のもと、主にコンプライアンスの遵守や業務の適

正化に必要な監査を行っております。 

リ．当社は北海道・東北・関東各地区の弁護士と顧問契約を締結し、法律上の判断について適切な助言を得てお

ります。なお、顧問弁護士と当社との間に特別な利害関係はありません。 

ヌ．当社は、会社法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査に監査法人トーマツを起用しておりま

すが、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はな

く、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与する

ことのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間で、会社法監査と証券取引法監査について、

監査契約書を締結し、それにもとづき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公認会計士の氏

名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

    指定社員 業務執行社員： 手塚仙夫、谷藤雅俊、山田 努 

・会計監査業務に係る補助者の構成  

    公認会計士 ８名、会計士補 ４名 

ル．「情報安全管理委員会」を平成17年３月に設置し、会社情報及び個人情報の漏洩等に対する管理を強化して

おります。 



 業務執行・監視の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は以下のとおりです。 

② 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役はおりませんが、監査役４名のうち２名は社外監査役であります。社外監査役のうち１名は当社の

大株主であるイオン株式会社の常任顧問であります。なお、当社と社外監査役２名との間に利害関係はありませ

ん。 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

イ．財務情報の適正な開示体制を構築するため、取締役会の諮問機関として「開示委員会」を平成18年３月に設

置いたしました。 

ロ．平成18年４月１日の「公益通報者保護法」の施行を踏まえ、「内部通報制度」に基づく「ヘルプライン（通

称）」を設置し、当社及び子会社での法令違反、社内ルール違反やハラスメント問題等にグループ全体で真摯

に取り組んでおります。 

ハ．当社は、平成18年５月の取締役会で「内部統制システムの構築」に関する基本方針を定め、取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の構築を目指しております。 

ニ．当社は、「内部統制システムの構築」に関する基本方針に基づき、平成18年５月に「コンプライアンス経営

を基本方針とし、法令等に対する違反行為の撲滅に努める」ことを決議し、同時に「コンプライアンス・プロ

グラム」を制定し、具体的な行動を開始しております。 

ホ．平成18年８月に「リスク管理委員会」を設置し、当社が抱える「経営にとって影響度の高いリスク」を定期

的に抽出・評価する体制を構築しております。 



(3）役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりであります。 

  取締役 85百万円 

  監査役 10百万円（うち社外監査役１百万円） 

(4）監査報酬の内容 

当事業年度における監査法人トーマツに対する報酬は、以下のとおりであります。 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額 21百万円 

  上記以外の報酬の金額                    5百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

ただし、当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日）は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、第55期事業年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

56期事業年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

ただし、第56期事業年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日）は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の財務諸

表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社は、平成18年５月18日開催の第55期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を２月20日か

ら２月末日に変更いたしました。これに伴い、移行期の経過措置として当連結会計年度及び第56期事業年度は、平

成18年２月21日から平成18年８月31日までの６ヶ月と11日間となっております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）

及び第55期事業年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）並びに当連結会計年度（自平成18年２月21日 至

平成18年８月31日）及び第56期事業年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日）の連結財務諸表及び財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成18年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,590   3,355  

２．受取手形及び売掛金   1,737   1,652  

３．たな卸資産   23,722   26,577  

４．繰延税金資産   935   541  

５．その他   2,184   2,214  

６．貸倒引当金   △0   △3  

流動資産合計   32,169 29.3  34,336 29.7 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物 
※２ 
※３ 

34,477   39,095   

減価償却累計額  17,339 17,138  19,247 19,847  

２．土地 ※２  12,995   14,933  

３．建設仮勘定   1,341   14  

４．その他 ※３ 2,726   2,966   

減価償却累計額  2,248 478  2,438 527  

有形固定資産合計   31,953 29.1  35,322 30.5 

(2）無形固定資産        

１．連結調整勘定   －   37  

２．その他   4,547   4,118  

無形固定資産合計   4,547 4.2  4,156 3.6 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   13,740   14,848  

２．関係会社株式   469   104  

３．敷金及び建築協力金   24,954   24,968  

４．繰延税金資産   164   186  

５．その他 ※１  1,717   1,816  

６．貸倒引当金   △14   △64  

投資その他の資産合計   41,030 37.4  41,860 36.2 

固定資産合計   77,531 70.7  81,338 70.3 

資産合計   109,700 100.0  115,675 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成18年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   18,980   21,936  

２．一年以内に償還予定の
社債 

  －   200  

３．短期借入金   8,100   6,400  

４．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※２  5,423   7,018  

５．未払法人税等   2,703   1,519  

６．賞与引当金   218   596  

７．その他   4,959   3,282  

流動負債合計   40,385 36.8  40,952 35.4 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   200   －  

２．長期借入金 ※２  10,707   13,501  

３．繰延税金負債   3,092   3,415  

４．退職給付引当金   264   249  

５．役員退職慰労引当金   538   676  

６．その他   3,026   3,010  

固定負債合計   17,829 16.3  20,854 18.0 

負債合計   58,214 53.1  61,807 53.4 

（少数株主持分）        

少数株主持分   1,238 1.1  － － 

 



  
前連結会計年度 

（平成18年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  10,981 10.0  － － 

Ⅱ 資本剰余金   11,631 10.6  － － 

Ⅲ 利益剰余金   22,658 20.7  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,984 4.5  － － 

Ⅴ 自己株式 ※５  △8 △0.0  － － 

資本合計   50,247 45.8  － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  109,700 100.0  － － 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本             

１．資本金   － －  10,981  

２．資本剰余金   － －  12,433  

３．利益剰余金   － －  23,913  

４．自己株式   － －  △9  

株主資本合計   － －  47,318 40.9 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１．その他有価証券評価差
額金 

  － －  5,598  

評価・換算差額等合計   － －  5,598 4.9 

Ⅲ 少数株主持分    － －  951 0.8 

純資産合計   － －  53,868 46.6 

負債純資産合計   － －  115,675 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   182,957 100.0  100,268 100.0 

Ⅱ 売上原価   129,324 70.7  69,749 69.6 

売上総利益   53,633 29.3  30,518 30.4 

Ⅲ 営業収入        

不動産賃貸収入   887 0.5  528 0.5 

営業総利益   54,521 29.8  31,047 31.0 

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１  48,596 26.6  27,022 27.0 

営業利益   5,925 3.2  4,024 4.0 

Ⅴ 営業外収益        

１．受取利息  145   76   

２．受取配当金  89   87   

３．保険解約返戻金  35   －   

４．持分法による投資利益  18   7   

５．その他の営業外収益  102 392 0.3 97 269 0.3 

Ⅵ 営業外費用        

１．支払利息  185   134   

２．支払手数料  138   31   

３．その他の営業外費用  18 343 0.2 30 196 0.2 

経常利益   5,974 3.3  4,097 4.1 

Ⅶ 特別利益        

１．固定資産売却益  0   1   

２．投資有価証券売却益  23   0   

３．国庫補助金収入  －   92   

４．貸倒引当金戻入益  3   －   

５．保険金収入  146 172 0.1 － 94 0.1 

Ⅷ 特別損失        

１．固定資産除売却損 ※２ 72   62   

２．固定資産圧縮損   －   92   

３．投資有価証券評価損  128   －   

４．減損損失 ※４ 278   107   

５．連結調整勘定償却額  108   －   

６．出店計画中止損及び閉
店損 

※３ 100   342   

７．賃借契約負担金   －   36   

８．災害損失  44   －   

９．リース契約解除金  12   114   

10．商品廃棄損  － 744 0.4 37 793 0.8 

税金等調整前当期純利
益 

  5,402 3.0  3,398 3.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 3,077   1,453   

過年度法人税等還付額  －   △74   

法人税等調整額  △661 2,416 1.3 307 1,687 1.7 

少数株主利益   129 0.1  64 0.1 

当期純利益   2,856 1.6  1,647 1.6 

        



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   11,631 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   11,631 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,480 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  2,856  

２．持分法適用会社の減少
に伴う増加高 

 75 2,931 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  753 753 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   22,658 

    

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月20日 残高 

 （百万円） 
10,981 11,631 22,658 △8 45,263 

連結会計年度中の変動額      

合併による新株の発行   801     801 

剰余金の配当（注）     △376   △376 

役員賞与の支給（注）     △15   △15 

当期純利益     1,647   1,647 

自己株式の取得      △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円） 
－ 801 1,254 △1 2,055 

平成18年８月31日 残高 

 （百万円） 
10,981 12,433 23,913 △9 47,318 



 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評価・換算差

額等合計 

平成18年２月20日 残高 

 （百万円） 
4,984 4,984 1,238 51,485 

連結会計年度中の変動額     

合併による新株の発行      801 

剰余金の配当（注）       △376 

役員賞与の支給（注）       △15 

当期純利益       1,647 

自己株式の取得      △1 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
614 614 △286 327 

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円） 
614 614 △286 2,382 

平成18年８月31日 残高 

 （百万円） 
5,598 5,598 951 53,868 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  5,402 3,398 

減価償却費  2,869 1,483 

減損損失  278 107 

連結調整勘定償却額  162 4 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △3 3 

賞与引当金の増減額（減少：△）  △21 374 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △45 △35 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  22 20 

受取利息及び受取配当金  △235 △164 

支払利息  185 134 

持分法による投資損益（益：△）  △18 △7 

固定資産売却益  △0 △1 

国庫補助金収入  － △92 

固定資産除売却損  72 62 

固定資産圧縮損  － 92 

投資有価証券売却益  △23 △0 

投資有価証券評価損  128 － 

保険金収入  △146 － 

出店計画中止損及び閉店損  100 342 

災害損失  44 － 

売上債権の増減額（増加：△）  △180 156 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △1,235 △1,651 

その他流動資産の増減額（増加：△）  △1,100 25 

仕入債務の増減額（減少：△）  △5,248 2,407 

未払消費税等の増減額（減少：△）  △510 △102 

その他流動負債の増減額（減少：△）  1,146 △1,877 

役員賞与の支払額  － △15 

小計  1,645 4,664 

利息及び配当金の受取額  131 109 

利息の支払額  △186 △126 

法人税等の支払額  △992 △2,675 

法人税等の還付額  8 82 

保険金の受取額  146 － 

出店計画中止及び閉店による支払額  △184 △227 

災害損失による支払額  △42 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー  525 1,826 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  － △20 

定期預金の払戻による収入  － 60 

有形固定資産の取得による支出  △824 △1,970 

有形固定資産の売却による収入  1 24 

無形固定資産の取得による支出  △184 △118 

敷金及び建築協力金の差入による支出  △2,922 △492 

敷金及び建築協力金の返還による収入  1,424 715 

長期預り保証金の受入による収入  207 141 

投資有価証券の取得による支出  － △0 

投資有価証券の売却による収入  1 2 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収
入  － 209 

関係会社株式の売却による収入  67 － 

投資その他の資産その他の増減額（増加：△)  279 △104 

その他  △80 △33 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,030 △1,586 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（減少：△）  2,000 △2,556 

長期借入れによる収入  5,000 5,750 

長期借入金の返済による支出  △4,790 △3,018 

割賦債務の返済による支出  △318 △216 

配当金の支払額  △748 △381 

その他  △11 △13 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,129 △435 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △374 △195 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  3,905 3,530 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  3,530 3,335 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 

５社 ・ホーマグリーン株式会社 

・クリンデポ株式会社 

・ダイレックス株式会社 

・株式会社ゲット 

・プロメンテ株式会社 

(1) 連結子会社 

５社 ・クリンデポ株式会社 

・ダイレックス株式会社 

・株式会社ゲット 

・プロメンテ株式会社 

・株式会社ツルヤ 

前連結会計年度において持分法を適

用しておりました㈱ツルヤにつきまし

ては、株式を取得し子会社に該当する

こととなったため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。 

また、前連結会計年度において連結

の範囲に含めておりましたホーマグリ

ーン㈱につきましては、吸収合併によ

り消滅したことに伴い、当連結会計年

度より連結の範囲から除外しておりま

す。 

 (2）非連結子会社 

 該当事項はありません。 

(2）非連結子会社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

２社   主要な会社名 

・株式会社ツルヤ 

・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会

社 

  ノーステックテレコム㈱は株式売却

に伴う持分の減少により持分法の適用

範囲から除外しております。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

１社   主要な会社名 

・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会

社 

 (2) 持分法を適用していない関連会社 

(協)テクノポート総合物流は、連結純

損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であるため持分法の適用範囲から除

外しております。 

(2)       同左 

 (3）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、当

該会社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

(3）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、ダイレックス㈱、

クリンデポ㈱、プロメンテ㈱の決算日は

１月20日であり、連結決算日との差は３

ヶ月以内であるため、当該連結子会社の

事業年度に係る財務諸表を基礎として連

結を行っております。ダイレックス㈱、

クリンデポ㈱、プロメンテ㈱以外の連結

子会社の事業年度末日と連結決算日は一

致しております。 

連結子会社のうち、ダイレックス㈱、

クリンデポ㈱、プロメンテ㈱の決算日は

７月31日であり、連結決算日との差は３

ヶ月以内であるため、当該連結子会社の

事業年度に係る財務諸表を基礎として連

結を行っております。ダイレックス㈱、

クリンデポ㈱、プロメンテ㈱以外の連結

子会社の事業年度末日と連結決算日は一

致しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 商品：売価還元法による原価法 

 ただし、商品センター在庫につい

ては主に移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

平成10年３月以前取得分 

 定率法 

平成10年４月以降取得分 

 定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

 その他の有形固定資産 

 定率法 

 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物 10年～40年 

 

 ② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

定額法 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…同左 

 ② 賞与引当金…従業員の賞与の支給

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

② 賞与引当金…同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

 ③ 退職給付引当金…従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金…同左 

 ④ 役員退職慰労引当金…役員の退職

慰労金の支給に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金…同左 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、発生以降５年間で

均等償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

―――――― 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

９．連結決算期の変更に関す

る事項 

――――――  平成18年５月18日の定時株主総会に

おいて定款の一部変更が決議され、決

算期を２月20日より２月末日に変更い

たしました。変更の理由は完全親会社

となるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディン

グス㈱の設立に伴い、事業年度を同社

と一致させることにより、経営計画の

策定、業績管理、連結決算への対応な

ど経営全般にわたって、より効果的な

事業展開を図るためのものでありま

す。なお、平成18年２月21日から始ま

る事業年度は平成18年８月31日までと

し、平成18年９月１日から始まる事業

年度は平成19年２月28日までとしてお

ります。  

 このため、当連結会計年度は平成18

年２月21日から平成18年８月31日まで

の６ヶ月と11日間となっております。 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計年度に係

る連結財務諸表から適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより、営業利益及び経常利益が

43百万円増加し、税金等調整前当期純利益が234百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は52,917百万円

であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

（連結損益計算書関係） 

 「災害損失」は従来、「地震損失」と表示しておりま

したが、表示をより適正なものにするために科目名の変

更を行っております。 

（連結損益計算書関係） 

 「過年度法人税等還付額」は、前連結会計年度は「法

人税、住民税及び事業税」に含めて表示しておりました

が、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「法人税、住民税及び事業

税」に含まれている「過年度法人税等還付額」は△26百

万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 「災害損失」は従来、「地震損失」と表示しておりま

したが、表示をより適正なものにするために科目名の変

更を行っております。 

  

────── 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

 （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費に216百

万円計上しております。この結果、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が216百万円減少しておりま

す。 

―――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年８月31日現在） 

※１ 関連会社に対するもの ※１ 関連会社に対するもの 

その他（出資金）   45百万円 その他（出資金） 45百万円

※２ 

―――――― 

※２ このうち債務の担保に供している資産は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物      1,257百万円

土地 608 

計 1,866 

  上記の資産を担保に供している債務の種類は次の

とおりであります。 

 長期借入金 1,216百万円

（一年以内返済分を含む） 

※３        ―――――― ※３ 有形固定資産のうち、建物及び構築物88百万円、

その他４百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取

得価額から控除しております。 

※４ 当社の発行済株式総数 ※４        ―――――― 

普通株式        41,844,057株  

※５ 自己株式の数 ※５        ―――――― 

普通株式   8,618株  

なお、連結子会社、持分法適用会社が保有する自

己株式はありません。 

 

 ６ 保証債務 

連結会社以外の下記会社に対し、以下の債務保証

を行っております。 

金融機関からの借入れ等に対する保証債務 

 ６ 保証債務 

連結会社以外の下記会社に対し、以下の債務保証

を行っております。 

金融機関からの借入れに対する保証債務 

(協)テクノポート総合物流       550百万円

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 351 

計 901 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 369百万円

計 369 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

賃金・給料・手当他 18,002百万円

賞与引当金繰入額 200 

役員退職慰労引当金繰入額 41 

退職給付費用 544 

賃借料 8,815 

減価償却費 1,464 

連結調整勘定償却額 54 

賃金・給料・手当他 9,331百万円

賞与引当金繰入額 570 

役員退職慰労引当金繰入額 22 

退職給付費用 273 

賃借料 4,969 

減価償却費 776 

連結調整勘定償却額 4 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物除売却損  61百万円

その他 11 

計 72 

建物及び構築物除売却損 41百万円

その他 21 

計 62 

  

※３ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次のとおりで

あります。 

閉店損 100百万円

計 100 

閉店損 342百万円

計 342 

※４ 減損損失 

 当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、各店舗及び賃貸物件等を最小の単位

としてグルーピングしており、遊休資産についても、当

該資産単独で資産のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グループについて、遊休資産に

つきましては、地価の下落している資産グループについ

て、減損を認識し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（278百万円）として計上

いたしました。 

① 北海道地区 

  用途 店舗（２店舗）、遊休資産 

  種類 建物及び構築物、リース資産、土地、その他 

  減損損失 

  

建物及び構築物    9百万円

土地 19 

リース資産 8 

その他 0 

計 37 

※４ 減損損失 

 当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、各店舗及び賃貸物件等を最小の単位

としてグルーピングしており、遊休資産についても、当

該資産単独で資産のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グループについて、減損を認識

し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（107百万円）として計上いたしました。 

① 北海道地区 

 用途 店舗（１店舗） 

  種類 建物及び構築物 

  減損損失 

建物及び構築物 3百万円

計 3 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

② 東北地区 

  用途 店舗（２店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、その他 

  減損損失 

   

建物及び構築物    64百万円

リース資産 1 

その他 1 

計 66 

② 東北地区 

  用途 店舗（１店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、その他 

  減損損失 

   

建物及び構築物 30百万円

リース資産 0 

その他 5 

計 35 

③ 関東地区 

  用途 店舗（３店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、その他 

  減損損失 

  

 店舗については使用価値を、遊休資産については正味

売却価額を回収可能価額としております。 

 なお、使用価値については、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定し、正味売却価額については、

路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価額を反映

していると考えられる評価額を基に算出し評価しており

ます。 

建物及び構築物    133百万円

リース資産 26 

その他 14 

計 174 

③ 関東地区 

  用途 店舗（１店舗） 

  種類 建物及び構築物、リース資産、その他 

  減損損失 

  

 店舗については使用価値を回収可能価額としておりま

す。 

 なお、使用価値については、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定し、正味売却価額については、

路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価額を反映

していると考えられる評価額を基に算出し評価しており

ます。 

建物及び構築物 10百万円

リース資産 56 

その他 1 

計 68 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加459千株は、平成18年２月21日に、ホーマグリーン㈱を吸収合併したことに

よるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 （注）１ 41,844 459 － 42,303 

合計 41,844 459 － 42,303 

自己株式     

普通株式 （注）２ 8 0 － 9 

合計 8 0 － 9 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月18日 

定時株主総会 
普通株式 376 9 平成18年２月20日 平成18年５月18日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資  
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月24日 

定時株主総会 
普通株式 422 利益剰余金 10 平成18年８月31日 平成18年11月27日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,590百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60 

現金及び現金同等物 3,530 

現金及び預金勘定 3,355百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20 

現金及び現金同等物 3,335 

―――――― ２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取

得による収入（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

 流動資産 1,672百万円

固定資産 2,669 

連結調整勘定 42 

流動負債 △2,075 

固定負債 △1,275 

少数株主持分 △464 

 計 568 

  

連結開始前の既取得分等 368 

新規連結子会社株式の取得価額 200 

新規連結子会社の現金及び現金同

等物 
410 

連結範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による収入 
209 

―――――― ３．重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に連結子会社ホーマグリーン株式会

社と合併し、引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次

のとおりであります。なお、ホーマグリーン株式会社

の平成18年２月20日現在の資産及び負債の残高を記載

しております。 

 流動資産 2,493百万円

固定資産 794 

 資産合計 3,287 

  

流動負債 996 

固定負債 113 

 負債合計 1,110 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額  
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額  
(百万円) 

期末残高
相当額  
(百万円)

建物及び
構築物 

4,596 512 － 4,083 

その他 
(工具・
器具・備
品等) 

9,905 5,921 21 3,962 

合計 14,501 6,434 21 8,046 

 
取得価額
相当額  
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額  
(百万円) 

期末残高
相当額  
(百万円)

建物及び
構築物 

7,562 750 － 6,812 

その他 
(工具・
器具・備
品等) 

9,381 4,917 77 4,386 

合計 16,943 5,667 77 11,198 

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,057百万円

１年超 8,156 

合計 10,214 

リース資産減損勘定期末残高 14百万円

１年内 2,470百万円

１年超 13,177 

合計 15,647 

リース資産減損勘定期末残高 67百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 2,179百万円

リース資産減損勘定取崩額 15百万円

減価償却費相当額 1,940百万円

支払利息相当額 303百万円

減損損失 30百万円

支払リース料 1,239百万円

リース資産減損勘定取崩額 4百万円

減価償却費相当額 1,104百万円

支払利息相当額 194百万円

減損損失 57百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

（注）減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。 

前連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について128百万円の減損処理を行っております。 

 種類 

前連結会計年度（平成18年２月20日現在） 当連結会計年度（平成18年８月31日現在） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1) 株式 4,313 12,683 8,369 3,846 13,257 9,410 

(2) 債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 4,313 12,683 8,369 3,846 13,257 9,410 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1) 株式 38 38 △0 505 489 △15 

(2) 債券       

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 38 38 △0 505 489 △15 

合計 4,352 12,721 8,369 4,352 13,746 9,394 

前連結会計年度 
（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

69 1 0 － － － 

種類 
前連結会計年度（平成18年２月20日） 当連結会計年度（平成18年８月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券   

非上場株式 748 831 

社債 270 270 



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）及び当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平

成18年８月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、親会社の正社員については確定拠出年金制度を採用し、親会社のフレックス社員及び連結

子会社については主に退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

（注）退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 

前連結会計年度（平成18年２月20日） 当連結会計年度（平成18年８月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５
年以内 
（百万円） 

５年超10
年以内 
（百万円）

10年超 
（百万円）

１年以内 
（百万円）

１年超５
年以内 
（百万円） 

５年超10
年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円）

１．債券         

 （1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

 （2）社債 － 270 － － － 270 － － 

 （3）その他 － － － － － － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 － 270 － － － 270 － － 

 
前連結会計年度 

（平成18年２月20日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

（百万円） 

（1）退職給付債務 297 249 

（2）年金資産 △32 － 

（3）未積立退職給付債務 264 249 

（4）退職給付引当金 264 249 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

（百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

（百万円） 

（1）勤務費用 83 6 

（2）確定拠出年金への掛金支払額 461 266 

（3）退職給付費用 544 273 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（平成18年８月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

建築協力金 489百万円

業績連動賞与に伴う未払金 454 

未払事業税等 268 

役員退職慰労引当金 217 

税務上の繰越欠損金 130 

賞与引当金 111 

退職給付引当金 104 

減損損失 94 

資本連結上の評価差額 37 

その他 344 

繰延税金資産小計 2,251 

評価性引当額 △194 

繰延税金資産合計 2,057 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △3,381 

長期前払費用 △521 

その他 △146 

繰延税金負債合計 △4,049 

繰延税金資産（負債）の純額 △1,992 

  

繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借

対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 935 

固定資産－繰延税金資産 164 

流動負債－繰延税金負債 － 

固定負債－繰延税金負債 △3,092 

繰延税金資産 

建築協力金 467百万円

未払事業税等 158 

役員退職慰労引当金 273 

賞与引当金 240 

退職給付引当金 99 

減損損失 140 

資本連結上の評価差額 37 

繰越欠損金 498 

その他 320 

繰延税金資産小計 2,235 

評価性引当額 △611 

繰延税金資産合計 1,623 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △3,795 

長期前払費用 △507 

その他 △8 

繰延税金負債合計 △4,311 

繰延税金資産（負債）の純額 △2,688 

  

繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借

対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 541 

固定資産－繰延税金資産 186 

流動負債－繰延税金負債 － 

固定負債－繰延税金負債 △3,415 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整)  

欠損金子会社の未認識税務利益 1.0 

連結調整勘定償却額 1.2 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.5 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.3 

住民税均等割等 2.8 

法人税額の特別控除額 △0.5 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7％

法定実効税率 40.4％

(調整)  

評価性引当額の増加額 9.8 

連結調整勘定償却額 0.1 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.2 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.6 

住民税均等割等 2.5 

法人税額の特別控除額 △0.4 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.8％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループにおきましては、前連結会計年度及び当連結会計年度においてホームセンター事業の売上高、営

業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び資産合計のいずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店

がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日） 

 （注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

譲渡価額については、帳簿価額及び解約返戻金相当額等を参考の上決定しております。 

当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

 役員 石黒靖尋  －  － 
当社取締

役相談役 

（被所有）

直接 13.4 
－ －  

保険積立金

の譲渡  
193 －  － 

 役員 前田勝敏 －  － 

当社代表

取締役会

長 

（被所有）

直接 0.2 
－ －  

保険積立金

の譲渡  
2 －  － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 1,200円71銭 1,251円18銭 

１株当たり当期純利益 67円90銭 38円95銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 53,868 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
－ 951 

（うち少数株主持分） （－） (951) 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
－ 52,917 

期末の普通株式の数（千株） － 42,293 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,856 1,647 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 15 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (   15) (   －) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,840 1,647 

期中平均株式数（千株） 41,836 42,294 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

―――――― ―――――― 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日） 

１．ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の設立について 

株式会社カーマ（以下「カーマ」という）・ダイキ株式会社（以下「ダイキ」という）・ホーマック株式会社

（以下「ホーマック」という）は、平成17年７月11日に三社で締結した共同株式移転による持株会社ＤＣＭ Ｊ

ａｐａｎホールディングス株式会社（呼称 ＤＪホールディングス 以下 「統合新会社」 という）設立の基本

合意書に基づき、平成18年４月10日に開催したそれぞれの取締役会において、株式移転計画の締結を承認いたし

ました。また、当該株式移転による持株会社設立については、平成18年５月18日開催の第55回定時株主総会にお

いて承認されました。 

なお、株式会社カーマにおきましては、平成18年６月23日開催の第35期定時株主総会において、また、ダイキ

株式会社におきましては、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、それぞれ当該株式移転による

持株会社設立についての決議を予定しております。 

株式移転の概要は、次のとおりであります。 

(1) 株式移転の目的 

 日本の小売業界は、経営構造改革の遅れと市場のグローバル化、情報・物流の高度化、株主重視経営への要

請等、時代の潮流の中にあります。こうした環境において三社は「お客様の暮らし」を支える社会的なインフ

ラとして、経営基盤を一層強固なものとし、社会への貢献度を高め続けていくために、平成15年２月に業務・

資本提携を行い、その後平成15年５月に設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社を通じて、商品輸入・ＰＢ商品

の開発・共同仕入等を行ってまいりました。この三社での取り組みはお客様のご支持を頂き、ＤＣＭ Ｊａｐ

ａｎ政策商品の取扱いが全商品に占める割合は25％を超えるまでに成長いたしました。この成功をもとに、こ

れまでの提携・協力関係を大きく前進させ更なる発展を図るため経営統合を行うことといたしました。 

(2) 株式移転の日程 

平成18年９月１日（予定） 

(3) 株式移転比率 

株式移転に伴い各社の株式に割当てられる統合新会社の普通株式数は、以下の割合といたします。 

これにより、カーマ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式2.2株を、ダイキ普通株式１株に対し、統合

新会社普通株式1.0株を、ホーマック普通株式１株に対し、統合新会社普通株式1.4株を、それぞれ割当てま

す。ただし、株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を与える

事由が生じた場合には、三社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

(4) 株式移転交付金 

株式移転交付金は、支払わない予定です。なお、株式移転期日の前日までの決算期における配当は別途、三

社が各々支払う予定です。 

(5) 統合新会社の上場申請に関する事項 

統合新会社は、東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所へ新規上場を行うこ

とを予定しています。上場日は、各証券取引所の規則等に基づき決定されますが、平成18年９月１日を予定し

ています。株式移転に伴い、現在、三社が証券取引所に上場している普通株式は、平成18年８月28日に上場廃

止となる予定です。 

会社名 株式会社カーマ ダイキ株式会社 ホーマック株式会社 

株式移転比率 2.2 1.0 1.4 



(6) 株式移転の当事会社の概要 

（注）１ 平成17年９月30日現在 

（注）２ 平成18年２月20日現在 

（注）３ カーマは、自己株式として530千株を保有しております。 

（注）４ 平成18年２月28日現在のダイキの発行済株式総数は、27,088千株であり、自己株式として935千

株、従業員向けストックオプション及び新株予約権付社債に伴う潜在株式655千株があります。 

（注）５ ホーマックは、自己株式として８千株を保有しております。また、平成18年２月21日を合併期日

とする合併を行っているため、平成18年２月28日現在の発行済株式総数は、42,303千株となってお

ります。 

（注）６ 連結の数値を記載しております。 

(7) 株式移転の当事会社の概要 

２．子会社との合併 

当社と当社の子会社であるホーマグリーン株式会社は、平成17年12月６日開催の当社取締役会において、ま

た、平成17年12月26日開催のホーマグリーン株式会社の臨時株主総会においてそれぞれ承認決議された合併契約

書に基づき、平成18年２月21日付で簡易合併いたしました。 

(1) ホーマグリーン株式会社は当社に吸収合併されたことにより、平成18年２月21日に消滅いたしました。 

(2) 当社は合併に際して、普通株式459,000株を発行し、合併期日現在のホーマグリーン株式会社の株主名簿に

記載された株主に対し、その所有するホーマグリーン株式会社の普通株式１株につき、当社の普通株式51株の

割合をもって割当交付いたしました。その結果、平成18年２月21日現在の発行済株式総数は42,303,057株にな

りました。 

(3) 合併期日において当社はホーマグリーン株式会社の資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

なお、ホーマグリーン株式会社の平成18年２月20日現在の資産・負債・資本は次のとおりであります。 

商号 
株式会社カーマ 

（注）１ 

ダイキ株式会社 

（注）１ 

ホーマック株式会社 

（注）２ 

事業内容 ホームセンター事業  ホームセンター事業  ホームセンター事業  

設立年月 昭和45年２月  昭和38年12月 昭和26年12月 

本店所在地 愛知県刈谷市 愛媛県松山市 北海道札幌市 

代表者 
代表取締役社長 

久田 宗弘 

代表取締役社長 

山下 雄輔 

代表取締役社長 

柴田 憲次 

資本金 60億円 62億円 109億円 

発行済株式総数 33,200千株（注）３ 25,562千株（注）４ 41,844千株（注）５ 

株主資本  （注）６ 483億円 277億円 502億円 

総資産   （注）６ 873億円 709億円 1,097億円 

決算期 ３月 ３月 ２月 

従業員数  （注）６ 1,023名（正社員） 1,984名(正社員) 2,058名(正社員) 

商号 
ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社 

 （英文名 DCM Japan Holdings Co., Ltd.） 

事業内容  
ホームセンター事業を主として行う子会社の株式を保有することによる当該子会社の

事業活動の支配・管理等 

本店所在地  東京都港区 

資本金  100億円 

決算期  ２月末日 

科目  金額（百万円） 

資産の部合計 3,287 

（うち有形固定資産）                  (  233) 

負債の部合計 1,110 

資本の部合計 2,177 

（うち資本金）                  (  130) 



当連結会計年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

１．ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の設立について 

平成18年９月１日、当社、株式会社カーマ及びダイキ株式会社の三社は、共同株式移転による経営統合によ

り、完全親会社となるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社を設立し、当社は同社の完全子会社となり

ました。 

 これに伴い、当社が所有している投資有価証券（株式会社カーマ及びダイキ株式会社の株式）2,196百万円及

び自己株式９百万円は親会社株式となり、それぞれ投資その他の資産及び純資産の部の控除項目から流動資産に

計上されることとなります。 

 なお、今回の経営統合に伴い、当社、株式会社カーマ、ダイキ株式会社及び三井物産株式会社は、共同出資会

社であるＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社について、それぞれが保有する株式の全てをＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社に平成18年９月30日付で譲渡いたしました。これにより、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社は、持分

法の適用範囲から除外されることとなります。 

２．株式会社ゲットの吸収合併について 

当社と当社の子会社である株式会社ゲットは、平成18年９月11日開催の当社取締役会において、また、平成18

年９月12日開催の株式会社ゲットの取締役会においてそれぞれ承認決議された合併契約書に基づき、平成18年12

月１日付で簡易合併することといたしました。 

(1) 合併の目的 

株式会社ゲットは、「21世紀の生活創造型ホームセンター」というビジョンを掲げ、平成７年11月に設立さ

れ、平成13年７月には子会社としてホーマックグループに参画しました。平成18年８月期には２店舗を全面改

装し「ホーマックスーパーデポ」に変更しましたが、この合併により関東・東北事業部の核店舗として位置づ

け、支店経営からチェーンオペレーションに運営システムを変更し、本社の機構整理や店舗人員体制の適正化

等、当社運営システムの中でグループ全体の一層の経営効率化を図るために行うものであります。 

(2) 合併の日程 

(3) 合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ゲットは解散いたします。なお、合併による新株式発行及

び資本金の増加は行いません。 

(4) 合併比率及び株式に代わる金銭等の交付 

被合併会社である株式会社ゲットは、平成18年９月13日付をもって合併会社である当社の完全子会社となっ

たため、吸収合併に際して株式会社ゲットの株式に代わる金銭等の交付及び資本金の増加はありません。 

(5) 財産の引継 

合併の効力発生日において株式会社ゲットの資産・負債その他一切の権利義務を引き継ぐものとします。な

お、株式会社ゲットの平成18年８月31日現在の財政状態は次のとおりであります。 

合併契約承認取締役会 当社：平成18年９月11日 

株式会社ゲット：平成18年９月12日  

合併契約書調印 平成18年10月５日    

合併契約書承認株主総会 略式組織再編手続きによる合併のため開催いたしません。 

合併の効力発生日 平成18年12月１日 (予定)  

合併登記日 平成18年12月12日 (予定)  

科目  金額（百万円） 

資産の部合計 5,099 

（うち有形固定資産）                (  3,120) 

負債の部合計 6,411 

純資産の部合計 △1,311 

（うち資本金）                  (  400) 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．当期末残高欄の（  ）内は内書きで、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。 

３．１年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金には、株式会社北海道銀行、株式会社三井住友銀行他13社

からの協調融資によるシンジケートローンが含まれております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

ダイレックス株式会

社 
第１回無担保社債 

平成15年 

７月31日 
200 

200 

(200)
0.8 なし 

平成19年 

7月31日 

合計 － － 200 
200 

(200)
－ － － 

１年内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

200 － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,100 6,400 0.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,423 7,018 1.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 10,707 13,501 1.1 平成18年～28年 

その他の有利子負債 

長期未払金（１年以内に返済予定のものを含む。） 
1,151 986 2.8 平成18年～24年 

合計 25,383 27,906 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 5,295 3,620 2,850 1,234 

その他の有利子負債 175 175 180 186 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第55期 

（平成18年２月20日現在） 
第56期 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,979   2,738  

２．売掛金 ※１  1,297   2,764  

３．商品   21,943   24,607  

４．前渡金   4   24  

５．前払費用   520   1,205  

６．繰延税金資産   873   504  

７．関係会社短期貸付金   1,753   3,021  

８．立替金   1,216   －  

９．その他   575   964  

流動資産合計   31,165 30.2  35,831 33.2 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※３ 25,122   26,263   

減価償却累計額  11,917 13,204  12,477 13,786  

２．構築物  6,060   6,285   

減価償却累計額  4,131 1,928  4,294 1,990  

３．車輌運搬具  31   27   

減価償却累計額  29 1  26 1  

４．工具・器具・備品 ※３ 967   1,025   

減価償却累計額  737 229  775 249  

５．土地   9,412   10,780  

６．建設仮勘定   1,341   5  

有形固定資産合計   26,119 25.3  26,814 24.8 

(2）無形固定資産        

１．借地権   1,358   1,366  

２．ソフトウェア   3,026   2,590  

３．施設利用権   8   7  

４．電話加入権   52   53  

無形固定資産合計   4,445 4.3  4,018 3.7 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   13,658   14,737  

２．関係会社株式   1,154   872  

３．出資金   10   10  

４．関係会社出資金   45   45  

５．長期貸付金   79   75  

６．関係会社長期貸付金   1,555   1,741  

７．長期前払費用   1,503   1,516  

８．敷金及び建築協力金   23,824   23,664  

９．その他   56   61  

10．貸倒引当金   △457   △1,312  

投資その他の資産合計   41,431 40.2  41,413 38.3 

固定資産合計   71,996 69.8  72,247 66.8 

資産合計   103,161 100.0  108,078 100.0 

        
 



  
第55期 

（平成18年２月20日現在） 
第56期 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   17,365   21,144  

２．短期借入金   8,100   6,400  

３．一年以内に返済予定の
長期借入金 

  4,990   6,010  

４．未払金   2,971   1,843  

５．未払法人税等   2,565   1,408  

６．未払消費税等   204   179  

７．未払費用   943   650  

８．前受金   57   147  

９．預り金 ※２  1,394   173  

10．賞与引当金   167   546  

流動負債合計   38,761 37.6  38,504 35.6 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   9,536   11,021  

２．退職給付引当金   33   109  

３．役員退職慰労引当金   419   431  

４．長期預り保証金   2,244   1,945  

５．繰延税金負債   2,762   3,415  

６．その他   7   92  

固定負債合計   15,003 14.5  17,015 15.8 

負債合計   53,764 52.1  55,520 51.4 

 



  
第55期 

（平成18年２月20日現在） 
第56期 

（平成18年８月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  10,981 10.7  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

   資本準備金  11,631   －   

 資本剰余金合計   11,631 11.3  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  839   －   

(2）任意積立金        

別途積立金  18,146   －   

(3）当期未処分利益  2,829   －   

 利益剰余金合計   21,814 21.1  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,978 4.8  － － 

Ⅴ 自己株式 ※５  △8 △0.0  － － 

資本合計   49,397 47.9  － － 

負債・資本合計   103,161 100.0  － － 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本             

１．資本金   － －  10,981 10.1

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  －   13,319   

資本剰余金合計   － －  13,319 12.3

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  －   839   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  －   19,646   

繰越利益剰余金  －   2,185   

利益剰余金合計   － －  22,670 21.0

４．自己株式   － －  △9 △0.0

株主資本合計   － －  46,961 43.4 

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金 

  － －  5,597 5.2

評価・換算差額等合計   － －  5,597 5.2 

純資産合計   － －  52,558 48.6 

負債純資産合計   － －  108,078 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第55期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 
※１ 
※２ 

 172,307 100.0  94,979 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１       

１．商品期首たな卸高  20,746   21,943   

２．当期商品仕入高  125,023   68,106   

３．合併による商品受入高  －   828   

合計  145,770   90,879   

４．商品期末たな卸高  21,943 123,826 71.9 24,607 66,272 69.8 

売上総利益 ※１  48,480 28.1  28,707 30.2 

Ⅲ 営業収入        

不動産賃貸収入   1,201 0.7  667 0.7 

営業総利益   49,682 28.8  29,375 30.9 

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※３  44,154 25.6  25,131 26.5 

営業利益   5,527 3.2  4,243 4.4 

Ⅴ 営業外収益        

１．受取利息 ※４ 170   91   

２．受取配当金 ※４ 98   95   

３．その他の営業外収益  54 323 0.2 55 241 0.3 

Ⅵ 営業外費用        

１．支払利息  101   65   

２．支払手数料  138   31   

３．その他の営業外費用  3 243 0.1 3 100 0.1 

経常利益   5,607 3.3  4,384 4.6 

Ⅶ 特別利益        

１．投資有価証券売却益   1   －   

２．保険金収入  45   －   

３．国庫補助金収入  － 46 0.0 92 92 0.1 

Ⅷ 特別損失        

１．固定資産除売却損 ※５ 69   3   

２．固定資産圧縮損   －   92   

３．投資有価証券評価損   128   －   

４．関係会社株式評価損   361   －   

５．貸倒引当金繰入額 ※７ 457   855   

６．減損損失 ※８ 209   103   

７．出店計画中止損及び閉
店損 

※６ 100   123   

８．災害損失  44   －   

９．リース契約解除金  12   59   

10．賃借契約負担金  －   36   

11．商品廃棄損  － 1,382 0.8 21 1,296 1.4 

税引前当期純利益   4,271 2.5  3,181 3.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,810   1,306   

過年度法人税等還付額  －   △74   

法人税等調整額  △982 1,828 1.1 700 1,933 2.0 

当期純利益   2,442 1.4  1,247 1.3 

前期繰越利益   763   －  

中間配当額   376   －  

当期未処分利益   2,829   －  

        



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注）１．（ ）内の日付は株主総会承認日であります。 

２．平成17年10月26日に376百万円（１株につき９円）の中間配当を実施いたしました。 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

  
第55期 

（平成18年５月18日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,829 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  
376 

(１株につき９円) 
 

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
15 

(        1) 
 

３．任意積立金    

別途積立金  1,500 1,892 

Ⅲ 次期繰越利益   937 

    

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年２月20日 残高 

（百万円） 
10,981 11,631 11,631 839 18,146 2,829 21,814 △8 44,419 

事業年度中の変動額          

合併による資本剰余金増加

高 
  1,687 1,687           1,687 

別途積立金の積立         1,500 △1,500 －   － 

剰余金の配当（注）           △376 △376   △376 

役員賞与の支給（注）           △15 △15   △15 

当期純利益           1,247 1,247   1,247 

自己株式の取得               △1 △1 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ 1,687 1,687 － 1,500 △644 855 △1 2,541 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
10,981 13,319 13,319 839 19,646 2,185 22,670 △9 46,961 



 （注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年２月20日 残高 

（百万円） 
4,978 4,978 49,397 

事業年度中の変動額    

合併による資本剰余金増加

高 
    1,687 

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当（注）     △376 

役員賞与の支給（注）     △15 

当期純利益     1,247 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
619 619 619 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
619 619 3,161 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
5,597 5,597 52,558 



重要な会計方針 

項目 
第55期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

      …移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式…同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品：売価還元法による原価法 

ただし、商品センター在庫について

は移動平均法による原価法 

商品：      同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

平成10年３月以前取得分 

定率法 

有形固定資産 

同左 

 平成10年４月以降取得分 

定額法 

 

 その他の有形固定資産 

定率法 

 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物 

10年～39年 

構築物 

10年～40年 

 

 無形固定資産 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

 定額法 

長期前払費用 

同左 

 



項目 
第55期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金…債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金…同左 

 (2) 賞与引当金…従業員の賞与の支給に

充てるため支給見込額に基づき計上

しております。 

(2) 賞与引当金…同左 

 (3) 退職給付引当金…従業員の退職給付

に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務に基づき計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金…同左 

 (4）役員退職慰労引当金…役員の退職慰

労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金…同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．決算期の変更に関する事

項 

――――――  平成18年５月18日の定時株主総会にお

いて定款の一部変更が決議され、決算期

を２月20日より２月末日に変更いたしま

した。変更の理由は完全親会社となるＤ

ＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス㈱の設

立に伴い、事業年度を同社と一致させる

ことにより、経営計画の策定、業績管

理、連結決算への対応など経営全般にわ

たって、より効果的な事業展開を図るた

めのものであります。なお、平成18年２

月21日から始まる事業年度は平成18年８

月31日までとし、平成18年９月１日から

始まる事業年度は平成19年２月28日まで

としております。  

 このため、当事業年度は平成18年２月

21日から平成18年８月31日までの６ヶ月

と11日間となっております。 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより、営業利益及び経常利益が36百万円増加

し、税引前当期純利益が173百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は52,558百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

（貸借対照表関係） 

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「立替金」は、総資産の合計額の100分の１

を超えることとなったため当事業年度から区分掲記する

ことといたしました。 

 なお、前事業年度における「立替金」の金額は92百万

円であります。 

（貸借対照表関係） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当期末残高397百万円）は、総資産の合計額の100分の

１以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表

示することといたしました。 

（損益計算書関係） 

 「災害損失」は従来、「地震損失」と表示しておりま

したが、表示をより適正なものにするために科目名の変

更を行っております。 

（損益計算書関係） 

 「過年度法人税等還付額」は、前事業年度は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示しておりました

が、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「法人税、住民税及び事業税」に

含まれている「過年度法人税等還付額」は△26百万円で

あります。 



追加情報 

第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

 （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割を販売費及び一般管理費に188百万円計上

しております。この結果、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が188百万円減少しております。 

―――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第55期 
（平成18年２月20日現在） 

第56期 
（平成18年８月31日現在） 

※１        ―――――― ※１ 関係会社に対する資産 

 売掛金 1,730百万円

※２ 関係会社に対する負債 ※２        ―――――― 

預り金 1,128百万円  

※３        ―――――― ※３ 有形固定資産のうち、建物88百万円、工具・器

具・備品４百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により

取得価額から控除しております。 

※４ 会社が発行する株式総数  

普通株式 160,000,000株 

※４        ―――――― 

  

 ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。 

 

発行済株式総数 普通株式 41,844,057株  

※５ 会社が保有する自己株式数 ※５        ―――――― 

普通株式 8,618株  

 ６ 商法施行規則第124条第３号に規定する配当制限額  ６        ―――――― 

資産の時価評価により増加した

純資産額 4,978百万円

 

 ７ 保証債務  ７ 保証債務 

 下記関係会社に対し、以下の債務保証を行ってお

ります。 

 下記関係会社に対し、以下の債務保証を行ってお

ります。 

金融機関からの借入れ等に対する保証債務 金融機関からの借入れ等に対する保証債務 

㈱ゲット 315百万円

(協)テクノポート総合物流 550 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 351 

ダイレックス㈱ 595 

計 1,811 

㈱ゲット 220百万円

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 369 

ダイレックス㈱ 1,243 

計 1,833 



（損益計算書関係） 

第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

※１ このなかには歩合制家賃のテナントに係る次のも

のが含まれております。 

※１ このなかには歩合制家賃のテナントに係る次のも

のが含まれております。 

売上高 14,955百万円

売上原価 12,931 

売上総利益 2,024 

売上高 553百万円

売上原価 483 

売上総利益 69 

※２ 売上高のうち関係会社等への商品供給高は4,239百

万円であります。 

※２ 売上高のうち関係会社等への商品供給高は3,183百

万円であります。 

※３ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

※３ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

広告費 2,374百万円

役員報酬 191 

賃金・給料・手当他 15,561 

賞与引当金繰入額 167 

役員退職慰労引当金繰入額 

退職給付費用 

情報処理費 

32 

461 

2,150 

賃借料 8,481 

リース料 1,119 

減価償却費 1,377 

広告費 1,460百万円

役員報酬 95 

賃金・給料・手当他 8,582 

賞与引当金繰入額 546 

役員退職慰労引当金繰入額 

退職給付費用 

物流費 

情報処理費 

16 

266 

1,313 

1,138 

賃借料 4,757 

リース料 617 

減価償却費 663 

※４ 営業外収益のうち関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

受取利息 24百万円

受取配当金 10 

計 34 

※４ 営業外収益のうち関係会社に対するものは次のと

おりであります。 

受取利息 14百万円

受取配当金 9 

計 24 

※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物除売却損 50百万円

構築物除売却損 9 

車輌運搬具除却損 0 

工具・器具・備品除却損 1 

その他 7 

計 69 

建物除売却損 1百万円

構築物除売却損 1 

車輌運搬具除売却損 0 

工具・器具・備品除売却損 0 

計 3 

※６ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次のとおりで

あります。 

※６ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次のとおりで

あります。 

閉店損 100百万円

計 100 

閉店損 123百万円

計 123 

※７ 貸倒引当金繰入額のうち関係会社に対するものは

次のとおりであります。 

㈱ゲット 457百万円

   

※７ 貸倒引当金繰入額のうち関係会社に対するものは

次のとおりであります。 

㈱ゲット 855百万円

   

 



第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

※８ 減損損失 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、各店舗及び賃貸物件を最小の単位としてグルーピン

グしており、遊休資産についても、当該資産単独で資産

のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グループについて、減損を認識

し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（209百万円）として計上いたしました。 

① 北海道地区 

  用途 店舗（２店舗） 

  種類 建物、リース資産、その他 

  減損損失 

  

② 東北地区 

  用途 店舗（２店舗） 

  種類 建物、リース資産、その他 

  減損損失 

  

③ 関東地区  

  用途 店舗（２店舗） 

  種類 建物、リース資産、その他 

  減損損失 

   

 店舗については使用価値を回収可能価額としておりま

す。 

 なお、使用価値については、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定しております。 

建物 7百万円

リース資産 8 

その他 2 

計 17 

建物 59百万円

リース資産 1 

その他 5 

計 66 

建物 65百万円

リース資産 19 

その他 40 

計 125 

※８ 減損損失 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、各店舗及び賃貸物件を最小の単位としてグルーピン

グしており、遊休資産についても、当該資産単独で資産

のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グループについて、減損を認識

し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（103百万円）として計上いたしました。 

① 東北地区 

  用途 店舗（１店舗） 

  種類 建物、リース資産、その他 

  減損損失 

  

② 関東地区  

  用途 店舗（１店舗） 

  種類 建物、リース資産、その他 

  減損損失 

   

 店舗については使用価値を回収可能価額としておりま

す。 

 なお、使用価値については、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定しております。 

建物 25百万円

構築物 5 

借地権 4 

長期前払費用 0 

リース資産 0 

計 35 

建物 5百万円

構築物 4 

工具・器具・備品 0 

長期前払費用 0 

リース資産 56 

計 68 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 
前期末株式数 
（千株） 

当期増加株式数 
（千株） 

当期減少株式数 
（千株） 

当期末株式数 
（千株） 

自己株式     

普通株式 （注） 8 0 － 9 

合計 8 0 － 9 



（リース取引関係） 

第55期 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額  
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額  
(百万円) 

期末残高
相当額  
(百万円)

建物 3,709 379 － 3,330 

車両運搬
具 

58 36 － 22 

工具・器
具・備品 

9,162 5,426 18 3,717 

合計 12,930 5,841 18 7,070 

 
取得価額
相当額  
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額  
(百万円) 

期末残高
相当額  
(百万円)

建物 6,675 594 － 6,080 

車両運搬
具 

87 45 － 42 

工具・器
具・備品 

8,678 4,496 73 4,108 

合計 15,442 5,137 73 10,231 

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,861百万円

１年超 6,655 

合計 8,517 

リース資産減損勘定期末残高 12百万円

１年内 2,265百万円

１年超 11,695 

合計 13,961 

リース資産減損勘定期末残高 65百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,962百万円

リース資産減損勘定取崩額 15百万円

減価償却費相当額 1,774百万円

支払利息相当額 231百万円

減損損失 27百万円

支払リース料 1,133百万円

リース資産減損勘定取崩額 4百万円

減価償却費相当額 1,025百万円

支払利息相当額 191百万円

減損損失 57百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は、利息法に

よっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年２月20日現在）及び当事業年度（平成18年８月31日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

第55期 
（平成18年２月20日現在） 

第56期 
（平成18年８月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動の部）    

繰延税金資産    

業績連動賞与に伴う未払金 454百万円 

未払事業税等 251  

賞与引当金 67  

その他 99  

繰延税金資産計 873  

   

（固定の部）   

繰延税金資産   

建築協力金 489  

貸倒引当金繰入額 184  

役員退職慰労引当金 169  

関係会社株式評価損 145  

減損損失 70  

その他 74  

繰延税金資産計 1,134  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △3,374  

長期前払費用 △521  

その他 △0  

繰延税金負債合計 △3,896  

繰延税金資産（負債）の純額 △2,762  

（流動の部）    

繰延税金資産    

賞与引当金 220百万円 

未払事業税等 146  

その他 137  

繰延税金資産計 504  

   

（固定の部）   

繰延税金資産   

建築協力金 467  

役員退職慰労引当金 174  

減損損失 106  

その他 138  

繰延税金資産計 885  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △3,794  

長期前払費用 △507  

その他 △0  

繰延税金負債合計 △4,301  

繰延税金資産（負債）の純額 △3,415  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.5 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.5 

住民税均等割等 2.9 

法人税額の特別控除額 △0.4 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
42.8％ 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.1 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.6 

住民税均等割等 2.5 

法人税額の特別控除額 △0.4 

合併予定の関係会社に対する株式評

価損等 
21.2 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
63.1％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
第55期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額 1,180円38銭 1,242円70銭 

１株当たり当期純利益 58円01銭 29円50銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

項目 
第55期 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

第56期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 52,558 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
－ 52,558 

期末の普通株式の数（千株） － 42,293 

項目 
第55期 

(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

第56期 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,442 1,247 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 15 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (   15) (   －) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,427 1,247 

期中平均株式数（千株） 41,836 42,294 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

―――――― ―――――― 



（重要な後発事象） 

第55期（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日） 

１．株式移転による持株会社の設立 

株式会社カーマ（以下「カーマ」という）・ダイキ株式会社（以下「ダイキ」という）・ホーマック株式会社

（以下「ホーマック」という）は、平成17年７月11日に三社で締結した共同株式移転による持株会社ＤＣＭ Ｊ

ａｐａｎホールディングス株式会社（呼称 ＤＪホールディングス 以下 「統合新会社」 という）設立の基本

合意書に基づき、平成18年４月10日に開催したそれぞれの取締役会において、株式移転計画の締結を承認いたし

ました。また、当該株式移転による持株会社設立については、平成18年５月18日開催の第55回定時株主総会にお

いて承認されました。 

なお、株式会社カーマにおきましては、平成18年６月23日開催の第35期定時株主総会において、また、ダイキ

株式会社におきましては、平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、それぞれ当該株式移転による

持株会社設立についての決議を予定しております。 

株式移転の概要は、次のとおりであります。 

(1) 株式移転の目的 

 日本の小売業界は、経営構造改革の遅れと市場のグローバル化、情報・物流の高度化、株主重視経営への要

請等、時代の潮流の中にあります。こうした環境において三社は「お客様の暮らし」を支える社会的なインフ

ラとして、経営基盤を一層強固なものとし、社会への貢献度を高め続けていくために、平成15年２月に業務・

資本提携を行い、その後平成15年５月に設立したＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社を通じて、商品輸入・ＰＢ商品

の開発・共同仕入等を行ってまいりました。この三社での取り組みはお客様のご支持を頂き、ＤＣＭ Ｊａｐ

ａｎ政策商品の取扱いが全商品に占める割合は25％を超えるまでに成長いたしました。この成功をもとに、こ

れまでの提携・協力関係を大きく前進させ更なる発展を図るため経営統合を行うことといたしました。 

(2) 株式移転の日程 

平成18年９月１日（予定） 

(3) 株式移転比率 

株式移転に伴い各社の株式に割当てられる統合新会社の普通株式数は、以下の割合といたします。 

これにより、カーマ普通株式１株に対し、統合新会社普通株式2.2株を、ダイキ普通株式１株に対し、統合

新会社普通株式1.0株を、ホーマック普通株式１株に対し、統合新会社普通株式1.4株を、それぞれ割当てま

す。ただし、株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を与える

事由が生じた場合には、三社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

(4) 株式移転交付金 

株式移転交付金は、支払わない予定です。なお、株式移転期日の前日までの決算期における配当は別途、三

社が各々支払う予定です。 

(5) 統合新会社の上場申請に関する事項 

統合新会社は、東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、札幌証券取引所へ新規上場を行うこ

とを予定しています。上場日は、各証券取引所の規則等に基づき決定されますが、平成18年９月１日を予定し

ています。株式移転に伴い、現在、三社が証券取引所に上場している普通株式は、平成18年８月28日に上場廃

止となる予定です。 

会社名 株式会社カーマ ダイキ株式会社 ホーマック株式会社 

株式移転比率 2.2 1.0 1.4 



(6) 株式移転の当事会社の概要 

（注）１ 平成17年９月30日現在 

（注）２ 平成18年２月20日現在 

（注）３ カーマは、自己株式として530千株を保有しております。 

（注）４ 平成18年２月28日現在のダイキの発行済株式総数は、27,088千株であり、自己株式として935千

株、従業員向けストックオプション及び新株予約権付社債に伴う潜在株式655千株があります。 

（注）５ ホーマックは、自己株式として８千株を保有しております。また、平成18年２月21日を合併期日

とする合併を行っているため、平成18年２月28日現在の発行済株式総数は、42,303千株となってお

ります。 

（注）６ 連結の数値を記載しております。 

(7) 株式移転の当事会社の概要 

２．子会社との合併 

当社と当社の子会社であるホーマグリーン株式会社は、平成17年12月６日開催の当社取締役会において、ま

た、平成17年12月26日開催のホーマグリーン株式会社の臨時株主総会においてそれぞれ承認決議された合併契約

書に基づき、平成18年２月21日付で簡易合併いたしました。 

(1) ホーマグリーン株式会社は当社に吸収合併されたことにより、平成18年２月21日に消滅いたしました。 

(2) 当社は合併に際して、普通株式459,000株を発行し、合併期日現在のホーマグリーン株式会社の株主名簿に

記載された株主に対し、その所有するホーマグリーン株式会社の普通株式１株につき、当社の普通株式51株の

割合をもって割当交付いたしました。その結果、平成18年２月21日現在の発行済株式総数は42,303,057株にな

りました。 

(3) 合併期日において当社はホーマグリーン株式会社の資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

なお、ホーマグリーン株式会社の平成18年２月20日現在の資産・負債・資本は次のとおりであります。 

商号 
株式会社カーマ 

（注）１ 

ダイキ株式会社 

（注）１ 

ホーマック株式会社 

（注）２ 

事業内容 ホームセンター事業  ホームセンター事業  ホームセンター事業  

設立年月 昭和45年２月  昭和38年12月 昭和26年12月 

本店所在地 愛知県刈谷市 愛媛県松山市 北海道札幌市 

代表者 
代表取締役社長 

久田 宗弘 

代表取締役社長 

山下 雄輔 

代表取締役社長 

柴田 憲次 

資本金 60億円 62億円 109億円 

発行済株式総数 33,200千株（注）３ 25,562千株（注）４ 41,844千株（注）５ 

株主資本  （注）６ 483億円 277億円 502億円 

総資産   （注）６ 873億円 709億円 1,097億円 

決算期 ３月 ３月 ２月 

従業員数  （注）６ 1,023名（正社員） 1,984名(正社員) 2,058名(正社員) 

商号 
ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社 

 （英文名 DCM Japan Holdings Co., Ltd.） 

事業内容  
ホームセンター事業を主として行う子会社の株式を保有することによる当該子会社の

事業活動の支配・管理等 

本店所在地  東京都港区 

資本金  100億円 

決算期  ２月末日 

科目  金額（百万円） 

資産の部合計 3,287 

（うち有形固定資産）                  (  233) 

負債の部合計 1,110 

資本の部合計 2,177 

（うち資本金）                  (  130) 



第56期（自平成18年２月21日 至平成18年８月31日） 

１．ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の設立について 

平成18年９月１日、当社、株式会社カーマ及びダイキ株式会社の三社は、共同株式移転による経営統合によ

り、完全親会社となるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社を設立し、当社は同社の完全子会社となり

ました。 

 これに伴い、当社が所有している投資有価証券（株式会社カーマ及びダイキ株式会社の株式）2,196百万円及

び自己株式９百万円は親会社株式となり、それぞれ投資その他の資産及び純資産の部の控除項目から流動資産に

計上されることとなります。 

 なお、今回の経営統合に伴い、当社、株式会社カーマ、ダイキ株式会社及び三井物産株式会社は、共同出資会

社であるＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社について、それぞれが保有する株式の全てをＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディ

ングス株式会社に平成18年９月30日付で譲渡いたしました。 

２．株式会社ゲットの吸収合併について 

当社と当社の子会社である株式会社ゲットは、平成18年９月11日開催の当社取締役会において、また、平成18

年９月12日開催の株式会社ゲットの取締役会においてそれぞれ承認決議された合併契約書に基づき、平成18年12

月１日付で簡易合併することといたしました。 

(1) 合併の目的 

株式会社ゲットは、「21世紀の生活創造型ホームセンター」というビジョンを掲げ、平成７年11月に設立さ

れ、平成13年７月には子会社としてホーマックグループに参画しました。平成18年８月期には２店舗を全面改

装し「ホーマックスーパーデポ」に変更しましたが、この合併により関東・東北事業部の核店舗として位置づ

け、支店経営からチェーンオペレーションに運営システムを変更し、本社の機構整理や店舗人員体制の適正化

等、当社運営システムの中でグループ全体の一層の経営効率化を図るために行うものであります。 

(2) 合併の日程 

(3) 合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ゲットは解散いたします。なお、合併による新株式発行及

び資本金の増加は行いません。 

(4) 合併比率及び株式に代わる金銭等の交付 

被合併会社である株式会社ゲットは、平成18年９月13日付をもって合併会社である当社の完全子会社となっ

たため、吸収合併に際して株式会社ゲットの株式に代わる金銭等の交付及び資本金の増加はありません。 

(5) 財産の引継 

合併の効力発生日において株式会社ゲットの資産・負債その他一切の権利義務を引き継ぐものとします。な

お、株式会社ゲットの平成18年８月31日現在の財政状態は次のとおりであります。 

合併契約承認取締役会 当社：平成18年９月11日 

株式会社ゲット：平成18年９月12日  

合併契約書調印 平成18年10月５日   

合併契約書承認株主総会 略式組織再編手続きによる合併のため開催いたしません。 

合併の効力発生日 平成18年12月１日 (予定)  

合併登記日 平成18年12月12日 (予定)  

科目  金額（百万円） 

資産の部合計 5,099 

（うち有形固定資産）                (  3,120) 

負債の部合計 6,411 

純資産の部合計 △1,311 

（うち資本金）                  (  400) 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

イオン㈱ 3,254,000 9,615 

㈱カーマ 612,400 1,714 

㈱ほくほくフィナンシャル・グループ

優先株 
1,060,000 530 

㈱ケーヨー 513,437 483 

ダイキ㈱ 375,300 481 

㈱ダイユーエイト 680,000 463 

㈱コメリ 89,570 364 

㈱札幌北洋ホールディングス 222 286 

㈱ほくほくフィナンシャル・グループ 520,160 240 

ノーステックテレコム㈱ 1,550 104 

その他11銘柄 25,856 183 

計 7,132,495 14,467 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 
㈱ダイユーエイト転換社債 270 270 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

建物     十和田店  293百万円 

       十文字店  213百万円 

       大曲飯田店 327百万円 

土地     石巻蛇田店 370百万円 

       盛南店   840百万円 

建設仮勘定  十和田店  508百万円 

       十文字店  224百万円 

       大曲飯田店 425百万円 

２．当期増加額の内、ホーマグリーン株式会社との合併により引き継いだ額は、次のとおりであります。 

建物           154百万円 

構築物           32百万円 

車輌運搬具         2百万円 

工具・器具・備品      5百万円 

土地           157百万円 

借地権           1百万円 

ソフトウェア        38百万円 

電話加入権          0百万円 

長期前払費用         1百万円 

３．当期減少額欄の（  ）内は内書きで、減損損失にかかるものであります。 

４．長期前払費用の期末残高の（ ）は、次期償却予定額の外数であり貸借対照表上では、流動資産の「前払費

用」に計上しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 25,122 1,174 
33 

(31)
26,263 12,477 473 13,786 

構築物 6,060 247 
22 

(8)
6,285 4,294 150 1,990 

車輌運搬具 31 2 6 27 26 － 1 

工具・器具・備品 967 64 
6 

(0)
1,025 775 39 249 

土地 9,412 1,368 － 10,780 － － 10,780 

建設仮勘定 1,341 1,304 2,641 5 － － 5 

有形固定資産計 42,936 4,163 
2,711 

(41)
44,387 17,573 663 26,814 

無形固定資産        

借地権 1,358 13 
4 

(4)
1,366 － － 1,366 

ソフトウェア 5,290 103 0 5,393 2,802 535 2,590 

施設利用権 30 － 5 25 17 0 7 

電話加入権 52 0 － 53 － － 53 

無形固定資産計 6,731 117 
10 

(4)
6,838 2,820 536 4,018 

長期前払費用 2,002 98 
36 

(1)
2,063 547 80 

(154)

1,516 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 457 855 － － 1,312 

賞与引当金 167 546 167 － 546 

役員退職慰労引当金 419 16 4 － 431 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

区分 金額（百万円） 

現金 1,988 

預金の種類  

当座預金 9 

普通預金 720 

定期預金 20 

小計 749 

合計 2,738 

相手先 金額（百万円） 

㈱ゲット 951 

㈱ツルヤ 776 

イオンクレジットサービス㈱ 168 

㈱ジェーシービー 137 

(協)日本商店連盟 103 

その他 627 

合計 2,764 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留期間 
（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
192 

1,297 14,022 12,555 2,764 81.95 27.82 



ｃ．商品 

 （注） 部門別の主な取扱商品は次のとおりであります。 

ｄ．敷金及び建築協力金 

 （注） 返済条件については次のとおりであります。 

１．店舗等敷金…賃貸借契約の期間満了時に返済を受けます。 

２．保証金………賃貸借契約期間が概ね、15～20年となっており、10年間据置後11年目から５年及び10年間で返

済を受けるのが通例になっております。 

３．建築協力金…店舗を賃借することを条件に建築協力金を預け入れており、開店時には全額敷金と保証金にな

ります。 

部門 金額（百万円） 

ペット＆グリーン 4,091 

ホーム・インプルーブメント 6,397 

ホーム・レジャー 2,318 

ハウス・キーピング 5,292 

ホーム・ファニシング 2,559 

ホーム・エレクトロニクス 3,642 

その他 305 

合計 24,607 

部門 取扱商品 

ペット＆グリーン 園芸、植物、業務資材、大型機械、ペット、ペット用品他 

ホーム・インプルーブメント 
作業用品、金物、工具、塗料、木材、エクステリア、屋外・建築資材、住宅

設備他 

ホーム・レジャー カー用品、スポーツ、玩具、サイクル、レジャー他 

ハウス・キーピング 
日用消耗品、ステーショナリー、ダイニング・キッチン、バス・トイレタリ

ー、ビューティケア、ヘルスケア他 

ホーム・ファニシング インテリア、寝具、家具収納他 

ホーム・エレクトロニクス 家庭電器、冷暖房、電材・照明、ＡＶ情報機器、灯油他 

その他 ソフトグッズ、工事費、サービス料他 

区分 金額（百万円） 

店舗等敷金 9,188 

保証金 14,167 

建築協力金 175 

その他 133 

合計 23,664 



② 負債の部 

ａ．買掛金 

（注）１．上記金額には、確定期日現金決済（手形と同条件で手形期日に現金決済する方式）により㈱北海道銀行へ割引

された支払債務が含まれております。 

２．㈱北海道銀行に対する債務の総額は2,446百万円であります。 

ｂ．短期借入金 

ｃ．長期借入金 

（注）シンジケートローンは、㈱北海道銀行、㈱三井住友銀行を主幹事とする15社からの協調融資によるものでありま

す。 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟等 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

アイリスオーヤマ㈱ 1,771 

㈱あらた 939 

藤原産業㈱ 796 

カネコ種苗㈱ 795 

トラスコ中山㈱ 711 

その他 16,128 

合計 21,144 

借入先 
金額 

（百万円） 
使途 返済期限 担保 

㈱北海道銀行 4,400 運転資金 平成18年９月29日 無担保 

㈱三井住友銀行 2,000 運転資金 平成18年９月７日 無担保 

小計 6,400 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 6,010 － － － 

合計 12,410 － － － 

借入先 
金額 

（百万円） 
使途 返済期限 担保 

シンジケートローン 11,021 運転資金 平成23年８月18日 無担保 

合計 11,021 － － － 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．第56期事業年度については、平成18年２月21日から平成18年８月31日までとなります。 

２．平成18年11月24日開催の第56期定時株主総会により定款を変更し、株式に係る株券を発行しないことといたし

ました。 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日（配当） ２月末日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、電子公告によることができない事故その他の

やむを得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載する方法により行

う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第55期）（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）平成18年５月19日関東財務局長に提出

(2）臨時報告書 

平成18年５月19日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転に係る株主総会の決議）に基づくもの

であります。 

(3）臨時報告書の訂正報告書 

平成18年５月24日関東財務局長に提出 

平成18年５月19日関東財務局長に提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

(4）臨時報告書 

平成18年７月12日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づくものであります。 

(5）臨時報告書 

平成18年９月１日北海道財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社の異動及び主要株主の異動）に基

づくものであります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成１８年５月１８日

ホーマック株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 手 塚 仙 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 谷 藤 雅 俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山 田   努  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホ

ーマック株式会社及び連結子会社の平成１８年２月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

① 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固

定資産の減損に係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

② 重要な後発事象１．に株式移転による持株会社の設立に関する事項が記載されている。 

③ 重要な後発事象２．に子会社との合併に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成１８年１１月２４日

ホーマック株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 手 塚 仙 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 谷 藤 雅 俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山 田   努  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１８年２月２１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホ

ーマック株式会社及び連結子会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に関する注記に下記事項が記載されている。 

１．株式移転による持株会社の設立に関する事項 

２．子会社との合併に関する事項 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成１８年５月１８日

ホーマック株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 手 塚 仙 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 谷 藤 雅 俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山 田   努  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの第５５期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホーマ

ック株式会社の平成１８年２月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

① 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務

諸表を作成している。 

② 重要な後発事象１．に株式移転による持株会社の設立に関する事項が記載されている。 

③ 重要な後発事象２．に子会社との合併に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成１８年１１月２４日

ホーマック株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 手 塚 仙 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 谷 藤 雅 俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山 田   努  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホ

ーマック株式会社の平成１８年２月２１日から平成１８年８月３１日までの第５６期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホーマ

ック株式会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に関する注記に下記事項が記載されている。 

１．株式移転による持株会社の設立に関する事項 

２．子会社との合併に関する事項 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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